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概要書 
	 現在、中国では中産階級が急激に増加し、国内の消費ニーズは急速に高まりつつある。統計デー
タによれば、中国の国民所得は以前より拡大しており、さらなる大きな消費の潜在能力があると予
想される。また、中国の消費水準が徐々に上がるにつれて、中国人の消費習慣においてもネットシ
ョッピングの利用へという変化がみられる。 
	 中国市場に参入したいくつかの日系企業は、この変化を予測し、すでにE-コマース事業を展開し
ている。ユニクロはその典型的な例であり、最近では淘宝網（タオバオ）においてもネットショッ
プを開設し、中国でのE-コマース事業を拡大しつつある。日系企業による中国でのE-コマース事業
のマーケティング戦略は、中国におけるE-コマース市場の拡大を背景に関心を集めている。 
	 E-コマースについては、数多くの先行研究がなされている。Peppers and Rogers（2000）はワン・
トゥ・ワン・マーケティングを提唱し、また Keeney（1999）は価値提案の重要性を主張している。
加えて、CRM（Levitt 1960）、関係性マーケティング（Morgan and Hunt1994）、協働型マーケティン
グ（Prahalad and Ramaswamy 2000）などの理論も展開されている。しかし先行研究では、中国市場
における日系企業のE-コマース事業に関するマーケティング戦略について、十分な検討がなされて
いるとはいえない。 
	 以上の問題意識を踏まえて、本論は日本の新興アパレル小売業であるユニクロを研究対象とし、
中国市場に進出した日系アパレル企業の E-コマース事業における成功要因を明らかにすることを
目的とする。 
	 本論では、全体を 7 つの章に分け、主にケーススタディという方法を用いて３社の事例を分析し
た。以下は各章の概要である。 
	 第１章では、第１から３節において本論の研究背景、研究内容と研究目的、研究方法を述べた。
中国の消費水準と中国人の消費習慣の変化を指摘し、中国市場における日系企業のE-コマース事業
の展開という最新動向を紹介した。ここで本論の目的を明確にし、第４節では本論の構成について
の全体的な構図を提示した。	  
	 第２章では、第１節においてE-コマースの歴史、定義、分類という３つの観点からE-コマースの
概念を明確にした。第２節ではグローバル市場ならびに中国におけるE-コマースのデータを分析し、
近年におけるE-コマースの市場規模の推移について考察した。第３節ではE-コマースについての先
行研究を整理し、関係性マーケティング、ワン・トゥ・ワン・マーケティング、CRM、価値ベー
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スのマーケティング、協働型マーケティングの理論をまとめ、これらの理論的な発展過程はコトラ
ーのマーケティング 2.0〜4.0 に対応すると主張した。第４節では、E-コマースにおける問題点を提
示した。 
	 第３章では、第１節において中国市場における競争環境をとらえ、その市場の特徴を紹介し、さ
らに消費財分野における中国市場の魅力について述べた。第２節では面子消費、新四族モデル、大
衆消費社会に関する先行研究を通して、中国の消費者行動を分析した。第３節ではネットショッピ
ングについて、他者経験属性と探索属性、空間代替、商品類型別ネット購買の比較、ネット購買の
リスク、という４つの観点から検討し、アパレル製品はネット購買のリスクが相対的に高いと認知
されていることを示唆した。 
	 第４章では、第１節において 1950 年代から現在に至るまで日本のアパレル企業の歴史的な発展を
まとめ、日本のアパレル企業の成功要因を明らかにした。日本のアパレル企業の歴史的な発展とし
ては、製品・小売ブランドの形成からグローバル化へ、ならびに SPA から資本・業務提携と市場
創造、SCM の構築へ、という時代的な変化が見られる。第２節では日本のアパレル企業の中国進
出における歴史と現状について、理論と事例の両面からまとめて考察した。 
	 第５章では、第１節においてユニクロの企業概要を述べ、同社は「カジュアルチェーンの時代→
ブランドの確立→国際展開及び多ブランド化、多角化→ネット通販事業の展開」といった４つの成
長段階を経てきたことを指摘した。第２節ではユニクロのグローバルにおける事業展開を分析し、
その成功要因を述べた。第３節ではユニクロの中国進出事例を分析し、その成功要因を明らかにし
た。以上の検討に基づき、第４節ではユニクロの中国市場におけるE-コマース事業の成功要因を示
唆した。 
	 第６章では、第１節においてマーケティング・インフラという概念を提示し、その概念を分析枠
組みとした。第２節ではVANCL とMetersbonwe という中国のアパレル企業についてその概要を紹
介した。第３節ではマーケティング・インフラにおける流通とコミュニケーションという両側面か
ら、３社の事例を比較分析した。各社の成長段階を区分した上で、その段階ごとに流通とコミュニ
ケーションにおける異同をまとめ、３社に共通するE-コマース事業の成功要因を提示した。以上の
検討に基づき、第４節ではE-コマース事業の成功要件および業界の将来性を述べた。 
	 第 7 章は本論のむすびであり、全体の内容を要約した。最後に本論の貢献点を述べ、その限界と
今後の課題についても指摘した。 
	 以上、7 つの章を通して得られる主な結論は、以下のように示される。 
	 （１）E-コマースの理論的な発展過程は「関係性から１対１関係、CRM、価値ベース、協働型」
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であり、コトラーの提唱するマーケティング 2.0〜4.0 の進化過程に対応する。 
	 （２）中国市場は新興の中間層を有する大きな市場だとみられ、日系企業の中国市場での競争環
境は、価格を中心に激化している。中国の消費者行動は面子消費、新四族モデル、ならびに大衆消
費社会の到来を特徴とする。また、アパレル製品は相対的にネット購買のリスクが高い。 
	 （３）日系アパレル企業の成功要因は「常にグローバル化を意識し、自社でブランドの育成、SPA
の導入、SCM の改善をしながら企業間の提携を強化し、顧客ニーズを満足させる」である。 
	 （４）中国市場における日系アパレル企業の成功要因は「グローバル化に向けて中国市場の重要
性を認識した上で、積極的な投資と事業移転を行ない、顧客ニーズに基づいた適切なビジネスモデ
ルやSPA などの方式を用いて、高品質かつ低コストな商品を生産する」である。 
	 （５）ユニクロの中国市場におけるE-コマース事業の成功要因は「時代背景を把握した上で、社
長の強力なリーダーシップの下、非資本提携を通して内部資源を補完し、フラッグシップショップ
やマーケティング・インフラによってブランドを構築する。さらに、高品質・少品種・低価格とい
う市場ポジショニングを明確にし、失敗経験を通して現地ニーズへの適応を実現し、実店舗ブラン
ドとEC 店舗の相乗効果を発揮する」である。 
	 （６）中国に進出する日系アパレル企業のE-コマース事業における成功要件は、以下のようにま
とめられる。物流面の要件はつぎの３点である。①IT を活用した情報システムを導入し、ネット通
販の物流網を構築する。②3PL 企業、OEM 調達先企業、非資本提携先企業などと協働し、共生的で
協働的な市場流通を目指す。③SPA 方式を通してSCM を統合的に把握し、全体最適を重要視する。 
	 また、コミュニケーション面の要件はつぎの３点である。①Tmall と自社の店舗（EC サイトある
いは実店舗）との相乗効果を発揮し、MC を促進させる。②微博等を利用し、ネットコミュニティ
を形成させ、ネットでの広告を大々的に行なう。③有名人の起用、フラッグシップショップの出店、
娯楽マーケティングの展開、業界にまたがる協働、を通してホリスティック・アプローチによるコ
ミュニケーション効果を向上させる。 
	 今後の課題としては、日本の他のアパレル企業ならびに欧米のアパレル企業を含む調査対象の拡
大、聞き取り調査や文献レビューを通した対象企業の事業状況の明確化、アンケート調査などによ
る一次データの収集や分析などが残されている。 
	 以上、本論では中国市場における日系企業のE-コマース事業に関するマーケティング戦略につい
て、多面的な検討を行った。その結果、中国進出の日系アパレル企業におけるE-コマース事業の成
功要件として得られた知見は、今後中国に参入しようと考える日系企業に対し、マーケティング理
論の実務的な応用を示唆するものと確信している。 
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第１章	 はじめに 
第１節	 研究背景 
	 中国では中産階級が急激に増加し、国内の消費ニーズが急速に高まりつつある。統計データによ
れば、中国の国民収入は以前より拡大している。そのため、中国はさらなる大きな消費の潜在能力
があると考えられる。さらに、中国の消費水準が徐々に上がるにつれて、中国人の消費習慣もネッ
トショッピングの利用へと変化してきている。 
	 中国市場に参入したいくつかの日系企業はこの変化を予測し、E-コマース事業を展開している。
ユニクロはその典型的な例である。最近、ユニクロは淘宝網（タオバオ）でネットショップを設立
し、中国でE-コマース事業を拡大している。中国でのE-コマース市場の拡大を見据え、日系企業に
よる中国でのE-コマース事業のマーケティング戦略が関心を集めている。 
	 E-コマースについては、数多くの先行研究がなされている。Peppers and Rogers（2000）はワン・
トゥ・ワン・マーケティングを提示し、Keeney（1999）は価値提案の重要性を主張している。また、
CRM（Levitt 1960）、関係性マーケティング（Morgan and Hunt 1994）や協働型マーケティング（Prahalad 
and Ramaswamy 2000）などの理論が生まれている。しかし先行研究では、中国市場における日系企
業の E-コマース事業に関するマーケティング戦略について十分な検討がなされているとはいえな
い。 
第２節	 研究内容と研究目的 
	 本研究の研究対象は、日本の新興小売サービス企業ユニクロである。具体的な研究内容としては、
まずE-コマースに関する理論を整理する。次いで、中国市場および中国における消費者行動・ネッ
トショッピングを考察し、日系アパレル企業の中国市場参入戦略をまとめる。そして、中国市場に
おけるユニクロ参入以前の戦略を調べた上で、近年のユニクロによる E-コマース事業を分析する。
さらに、ユニクロとVANCL ならびにMetersbonwe を比較する。最後に、E-コマース事業の成功要
因を分析した上で、E-コマース事業の将来性を検討する。  
	 本研究は、中国市場に進出した日系アパレル企業のE-コマース事業における成功要因を明確にす
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ることを目的とする。 
第３節	 研究方法 
	 本研究のメソッドは、主にケーススタディによるものである。まず、E-コマース、中国市場、消
費者行動、およびネットショピングに関する先行研究や文献資料をレビューする。次に、中国に参
入した様々な日系アパレル企業のマーケティング戦略を調査する。続いて、日本のユニクロの資料
をまとめ、ファイブフォース分析、SWOT 分析、4P、STP などの分析手法を用い、ユニクロのグロ
ーバル展開における成功要因と中国市場における成功要因を明確にする。さらに、ユニクロと凡客
（VANCL)やMetersbonwe といった中国における同業のB2C アパレル業者を比較し、E-コマース事
業の成功要件を検討する。最後に、本研究の貢献点と限界を分析する。 
第４節	 本論文の構図 
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第２章	 E-コマース	
第１節	 E-コマースの概念	
第１項	 E-コマースの形成歴史	
	 1970 年代から、B to B 市場ではEDI(Electronic Data Interchange:電子データ交換)の形で企業間にお
ける原材料の受発注や請求書の送付等が行われてきた。だが、EDI の利用には比較的大きなコスト
負担が必要となるため、大きな初期コストを負担できる大企業が中心的な利用者であった。近年、
相対的なコストの低いインターネットの発達により、B to B 市場における中小企業による電子商取
引利用の拡大や、B to C 電子商取引市場の立ち上がりが見られるようになってきたとされる（北
村・大谷・川本 2000)。 
	 このような歴史的な発展からみると、インターネットの普及によって、ネット上にバーチャルな
市場が形成され、多くの人にビジネスのチャンスを与えたといえよう。 
 
第２項	 E-コマースの定義	
	 1990 年代末より、E-コマースが急速に普及してきた。しかし、E-コマースという言葉は多義性が
あるため、その概念は未だに曖昧である。 
	 E-コマース(electronic commerce)は電子商取引（EC）とも呼ばれ、電子的に行われるすべての金融
取引や商取引を指す場合から、インターネット上で行われる消費者を対象とした商取引のみを指す
場合まで、様々な意味で使用されている（北村・大谷・川本 2000）。 
	 一般的に、EC は広義と狭義の取引に分けて捉えられる。広義のEC は「コンピューター・ネット
ワーク・システムを介して商取引が行なわれ、かつその成約金額が捕捉されるもの」であり、狭義
の EC は「インターネット技術を用いたコンピューター・ネットワーク・システムを介して商取引
が行なわれ、かつその成約金額が捕捉されるもの」である（経済産業省 2009）。ここにおける広義
と狭義の概念の違いは、広義では企業間の専用回線や業界内の閉鎖されたコンピューター・ネット
ワークまで含んだものとしているのに対し、狭義ではインターネットという一般向けのオープンな
コンピューター・ネットワークを利用したものとしている点にある（則定・椿・亀田 2015）。 
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	 本研究では、北村・大谷・川本（2000）の研究にしたがい、EC を「商取引(=経済主体間での財の
商業的移転に関わる、受発注者間の物品、サービス、情報、金銭の交換)を、インターネット技術を
利用した電子的媒体を通して行うこと」と定義する。 
 
第３項	 E-コマースの分類	
	 EC の分類には２つの方法がある。１つは取引の主体による分類であり、これによれば、企業間
取引である B to B(Business to Business)市場、企業と消費者間の取引である B to C(Business to 
Consumer)市場、消費者間の取引であるC to C(Consumer to Consumer)市場に分けることができる。
OECD(1999)による各種の調査結果の平均によると、B to B 市場はEC 全体の約 8 割を占めている。
さらに、政府機関や公共機関との取引(G to B, G to C)、あるいはPeer to Peer (P to P)への応用などもあ
げられる。また、EC が拡大するにつれて、複数間でのEC であるB to B to C の取引も現れている（中
村 2011）。このように、EC の発展につれて、ネットワークを利用して行なわれる商取引は徐々に
複雑化していく傾向が伺える。 
	 もう１つの方法は、ネットワークコンピューティングによる分類である。現在の EC は二種類の
ネットワークコンピューティングから構成されている。それらは、①従来のEDI によるオープンネ
ットワークをインターネットと接続できるように拡張した方式、②ワールドワイドウェブを利用し
た全く新しいマーケットの方式、の二つである（アンドリュー・デール・崔	 2000）。現在、EDI
方式は企業間の情報交換・貿易促進を中心に徐々に成熟化してきている。また、ワールドワイドウ
ェブを利用した EC は人々に巨大なプラットフォームを提供し、コミュニケーションを円滑にする
重要なツールとなっている。 
第２節	 E-コマースのデータ分析	
第１項	 グローバルにおける E-コマースのデータ分析	
	 アメリカの市場調査会社 eMarketer によると、2012 年のグローバル市場における EC 総額ははじ
めて１兆ドルを超え、前年比 21.1%増であった。また、2013 年には 18.3%増の 1.3 兆ドルに達する
とも予測した。 
	 アメリカは世界最大の EC 市場であり、2012 年におけるデジタル化したショッピングの総額は
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3,434 億ドルであった。また中国は、総額 1,816 億ドルで第二位であった。	  
 
図表 2−1 世界のトップ５電子商取引市場の 2011~2013 年の売り上げ状況 
 
出所：eMarketer, Jan 2013 : http://www.emarketer.com. 
 
第２項	 中国における E-コマースのデータ分析	
	 中国電子商務研究中心のデータによると、2009 年から 2012 年、中国の EC 市場の平均の増加率
は 71%で、アメリカは 13%である。図表 2－2 は 2009 年から 2016 年（予測）までの中国電子商務
市場取引規模の推移図である。 
 
出所：中国電子商務研究中心（2013~2015）『2013~2015年度(上半期)中国電子商務市場数据監測報告』より筆者作成 
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	 図表2－2によると、2012年末の中国におけるEC市場規模は7.85兆元に達し、前年同期比30.83%
増である。その内、BtoB の取引額は 6.25 兆であり、前年同期比 27％増である。2012 年においてEC
は既にGDP の 15%を占めており、経済発展の新たな推進力になった。 
	 さらに 2013 年の EC 市場規模は 10.2 兆元で、前年同期比 29.9%増である。BtoB の取引額は 8.2
兆元、前年同期比 31.2%増である。2014 年は 13.4 兆元であり、前年同期比 31.4%増である。BtoB
の取引額は 10 兆元に到達し、前年同期比 21.9%である。	  
	 2015 年上半期、中国のEC 市場取引額は 7.63 兆元で、前年同期比 30.4％増である。その内、BtoB
の取引額は 5.8 兆元で、前年同期比 28.8％増である。 
中国電子商務研究中心の張周平主任は、このような市場規模の増加の傾向から見れば、中国の電
子商務は既に成熟期に入ったと分析した（中国電子商務研究中心 2015 年 09 月 24 日より）。加えて、
BtoB の取引は市場メカニズムの主導的な地位にあるとも判断した。 
	 2009年から2016年(予測)までのデータを見ると、中国のEC市場規模は増加しつつことがわかる。
具体的に、2009 年から 2016 年までの 7 年間で、中国におけるEC 市場取引額は約 6 倍に上昇した。
また、BtoB の取引額は EC の大半を占めており、年々増加する傾向が伺える。したがって、EC は
需要喚起、内需拡大、経済発展方式の転換などに大きな影響を与えるに違いないと考えられる。 
第３節	 E-コマースについての先行研究	
第１項	 関係性マーケティング 
Bagozzi(1975)は、古典的な論文“Marketing as Exchange”で「交換はマーケティングにおける中心的
概念である」と示した。またKotler(1991)は、Markeing Managementにおいて「取引は交換の基本単
位である」と述べた。このように、「交換」や「取引」の概念はマーケティングの中心的な概念とさ
れている。「交換」と「取引」を円滑に行なわれるためには、「関係」という概念が必要不可欠であ
る。つまり、関係性マーケティングの目的は、商取引における価値交換活動を円滑に実現すること
にある（久保田 2012）。	  
	 古くから、商取引における関係性の構築は重要視されている。中東の格言には「商人はどこの町
にも友を持つべきである」というものがある（Berry 1995,p.236; Grӧnroos 1994,p.18）。関係性マーケ
ティング（リレーションシップ・マーケティング）という考え方が、マーケティング領域に適用さ
れたのは 1980 年代からである。最初はサービスマーケティング分野で紹介され、1990 年代以降は
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マーケティング全般で議論されるようになった（Gummesson 1994）。関係性マーケティングの概念
については未だに定説がないものの、それに関する議論は大いになされてきた。その結果、関係性
マーケティングの考え方には複数の潮流が生まれた。 
	 Möller and Halinen (2000)はリレーションシップ・マーケティングに４つのツールがあると主張し
た。また、議論されている地域によってリレーションシップ・マーケティングの主張も異なる（Payne 
2000; Payne 1995; Coote 1994;渡辺 1997）。久保田(2012)は以上の２つの考察に基づいて、以下のよう
にリレーションシップ・マーケティングの潮流を整理した。 
 
  図表 2-3	 リレーションシップ・マーケティングの潮流 
 
出所：久保田(2012),pp.12. 
 
 次は、関係性マーケティングの概念と特性を見てみたい。Berry (1983)は関係性マーケティングと
いう用語を初めて紹介し、関係性マーケティングを「顧客忠誠度の道具と顧客満足度の向上の一方
法」と考え、「顧客との関係を形成・維持・強化するマーケティング活動」と定義した。とくにBerry
は、顧客との関係の強化による常連化を強調する。 
	 Morgan and Hunt（1994）は、関係性マーケティングを「マーケティングの理論と実践において成
功的な取引関係を確立、発展、維持させる手段として用いられるすべてのマーケティング活動の総
称である」と定義する。久保田(2012)によると、リレーションシップ・マーケティングは、顧客と
の間に「リレーションシップ」とよばれる、友好的で、持続的かつ安定的な結びつきを構築するこ
とで、長期的に見て好ましい成果を実現しようとする、売り手の活動である。つまり、関係性マー
ケティングは伝統的な「取引型マーケティング」と一線を画しており、より長期的な観点でマーケ
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ティングの成果を判断するものである。 
 Rechinhheld and Sasser(1990)は、顧客との関係維持の増大を顧客との長期的な関係の基本とし、新
規顧客の開拓より既存顧客を維持するほうが低コストで済むと証明した。また、Bitner (1995)は、関
係性マーケティングを実行するための三つの活動を提示した。それは、①実現可能な約束に焦点を
合わせる外部マーケティング、②約束を守るための活動としての相互作用マーケティング、③従業
員とサービスシステムが約束したことを効果的に伝達できる内部マーケティング、である。Kotler 
(1990)はその三つの活動を「外部マーケティング」、「相互作用マーケティング」、「内部マーケ
ティング」とまとめた。 
	 Gummesson (1998)は関係性マーケティングを「関係、ネットワーク、相互作用」から考察し、関
係性マーケティング概念の成立を統一した(図表 2-4)。 
 
   図表 2-4 関係性マーケティング概念の成立 
 
出所：Gummesson, E. (1998),“Implementation requires a relationship marketing paradigm,” Journal of the Academy of Marketing Science, 
26, (3),pp. 244. 
 
	 以上の先行研究から、関係性マーケティングの定義を再整理することができる。つまり、関係性
マーケティングとは「新規顧客の開拓よりも既存顧客を維持することに着目し、持続かつ安定的な
取引関係を確立、発展、維持させる外部・相互作用・内部のマーケティングを統合したマーケティ
ング全般の活動」といえよう。 
	 関係性マーケティングの特性について、成・葛西（2006）はマクロとミクロの観点から論じた。
マクロでは、関係性マーケティングは供給業者、従業員、消費者、政府、流通業者などを含む広範
囲な概念であり、伝統的な取引マーケティングの概念の拡張である。ミクロでは、伝統的な製品や
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販売への注目から、顧客との長期的な友好関係の構築・維持・発展へという焦点の変化である。 
	 関係性マーケティングの歴史、潮流、概念や特性を理解した上で、その実行可能な条件を分析す
る必要がある。ここでの問題意識は、「企業はどのようにして有効な関係性マーケティングを成立さ
せるか」である。 
	 Morgan and Hunt によると、「関係意志」と「信頼」は核心となる媒介変数である。関係意志は、
「価値あるいは交換を維持しようとする絶え間ない欲望」である。信頼は、「ある企業が取引パート
ナーの信頼性と健全性に対して自信がある」ことを指す。また、２つの媒介要素に直接に働きかけ
る「関係終了コスト、価値共有、コミュニケーション、機会主義的行動」という４つの要素が重要
であることが証明された。 
	 Grӧnroos (1990)は、関係性マーケティングの実行要因について、①長期顧客志向性、②利用顧客
に対する約束と実行、③マーケティング活動における全従業員の活用性、④マーケティング活動内
の相互作用の遂行、⑤顧客情報の獲得と利用、を考察した。 
	 Crosby et al. (1990)は、関係的交換状況でパートナー間の将来の持続的な相互交換の可能性の決定
要素は、販売員と顧客間の関係品質（信頼・満足）であると述べた。関係品質はサービスの代表者
である販売者に対する長期的な観点からの消費者評価を意味し、信頼・満足が中心的な評価基準で
ある。関係品質に影響する要素として、販売員の属性的側面（専門性と類似性）と関係的販売行動
があげられた。Sin et al.(2002)は、関係性マーケティングにおけるマーケティング志向の構成要因を
「信頼、紐帯、相互性、コミュニケーション、共感性、共有価値」と提示した。 
第２項	 ワン・トゥ・ワン・マーケティング  
	 ワン・トゥ・ワン・マーケティングは、インターネットの利用を念頭に置き、企業と個々の顧客、
とくに消費者との１対１の接合に注目するマーケティング理論である。この理論は究極まで細分化
したパーソナリゼーションの概念に相当するものであり、顧客を個別に認識し、コミュニケーショ
ンによってそれぞれの異なるニーズに対応することが求められている（Peppers and Rogers 2000）。
短期的な市場シェアを目指すのではなく、顧客の生涯価値を重視し、企業が「一人の人間の人生に
どれぐらいを占めることができるか」という市場シェアを念頭においたマーケティングを展開する。 
	 Peppers and Rogers(1999)は、ワン・トゥ・ワン・マーケティングを展開する際に、市場シェアから
顧客シェア、顧客との協働、製品差別化から顧客差別化、規模の経済から範囲の経済、製品管理か
ら顧客管理、顧客との対話、顧客のための製品作り、プライバシー保護のビジネス、といった「顧
客を起点とする」見方への転換の重要性を提示した。また、ワン・トゥ・ワン企業にとっては、顧
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客と企業の間の「学習関係」、「コミュニティの知識」、「知的環境の構築」が重要であるとされる
（Peppers and Rogers 1997)。 
	 服部（2004）によれば、ワン・トゥ・ワン・マーケティングと CRM の違いは「CRM は『部分』
で、ワン・トゥ・ワン・マーケティングは『全体』である」とされる。つまり CRM は、顧客との
関係を深めて生涯の顧客にしていくことを目標とするワン・トゥ・ワン・マーケティングのシステ
ムの中の一環として位置づけられる。 
	 ワン・トゥ・ワンとCRM を融合した概念として、浅岡・斉藤(2008)は「新世代日本型One to One& 
CRM」を提起した。ここでいう日本型One to One& CRM とは「三方よし（売り手よし、買い手よ
し、世間よし）を基本コンセプトとし、一人ひとりの顧客のニーズ・ウォンツをできる限り満たそ
うとするマーケティング手法である」と定義される。この手法は、日本の商いの理念と米国型のワ
ン・トゥ・ワンや CRM のメリットが融合して誕生するとされる。この概念の特徴は「世間よし」
という世界全体に対する認識である。つまり、マーケティングの理論が発展するにつれて、１個人、
１企業、１国の利益だけではなく、世界全体の利益を考慮する必要性が示されている。 
	 マスコミやインターネットで提示されているワン・トゥ・ワン・マーケティングの文献が示す戦
略は、まだ初期段階にすぎず、技術自体もPeppers and Rogersのモデルからほど遠いと指摘される。
そして、その問題は、アイデンティティという概念の不明確さにあるという。アイデンティティは
まだ「分野」や「カテゴリー」にとどまり「個」まで到達していないといわれている（シーベル, T. 
M.・ハウス, P.1999）。 
	 佐久間 (2005）はPeppers and Rogers のワン・トゥ・ワン・マーケティングを批判的な視点から評
価する。彼はPeppers and Rogers のワン・トゥ・ワン・マーケティングを、一部の優良顧客に限定し
た囲い込み戦略のみの意味を持つものであり、マーケティングにおける顧客全般を対象とした理論
ではないとする。その一方、ワン・トゥ・ワン・マーケティングのメリットとして、個々の接点を
生かした情報収集を通して、企業による消費者情報把握が容易になることを挙げている。 
第３項	 CRM 
	 CRM(customer relationship management)は、顧客管理、顧客情報システム、顧客価値管理、カスタ
マーケア、顧客中心主義、など様々な呼び方で表現される。デジタル大辞泉によると、CRM とは
「顧客それぞれの購入や商談の履歴、趣味や嗜好、家族構成などの情報を一括して管理し、企業の
営業戦略に活用する経営手法」である。またGartner Group（Gartner ホームページより）によると、
CRM とは「新規顧客の獲得、既存顧客の維持及び顧客価値の極大化により収益性を最大化する統
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合プロセス、または顧客との広範囲のコミュニケーション・プロセス」である。すなわち CRM と
は、顧客の情報に基づいて価値を創出し、新規顧客の開発と既存顧客の維持によって企業価値を最
大化するアプローチといえよう。 
	 久保田(2012)による「リレーションシップ・マーケティングの潮流（図表 2-4）」は、CRM の理
論的な由来を明確にしている。つまり、CRM はリレーションシップ・マーケティングの流派の１
つである「データーベース・マーケティングとダイレクト・マーケティング」からかたちを変えて
発展してきた概念である。また、ワン・トゥ・ワン・マーケティングについての議論で分かるよう
に、CRM はワン・トゥ・ワン・マーケティングの一部である。 
	 ニューズウォッチ情報分析事業部（2004）によると、CRM の背景となる考え方は「ワン・トゥ・
ワン・マーケティング」、「リレーションシップ・マーケティング」、「パーミッション・マーケティ
ング」である。ワン・トゥ・ワン・マーケティングやリレーションシップ・マーケティングの考え
方と同じように、CRM でも「パレート法則」（一般に２割の優良顧客が 8 割の売上を上げている）
が重要視される。つまり、CRM では既存顧客の維持と優良顧客の育成を重視している。 
	 Levitt（1960）は有名な“Marketing Myopia（近視眼的な思考）”という論文で、産業衰退の原因を
明確にするため、ガソリン業界・電子業界などの事例分析を通して、多くの企業の失敗は「顧客志
向の思考の欠如」に由来すると結論づけた。彼は企業と顧客との関係構築の重要性を強調し、CRM
理論の基礎的な考え方を構築した。また、Levitt は、企業が経営する上での４つ重要な点を提示し
ている。それは、①顧客満足の重要性、②顧客ニーズの持続的な発見・創造・満足、③顧客志向の
思考、④社長や経営者のリーダーシップ（成功する欲望、目的の明確化）である。 
	 三谷ら(2003）は、CRM の背景として、顧客セグメントの崩壊、顧客関係性の崩壊、顧客購買行
動の崩壊が発生し、３つの顧客進化(ネット化、プロ化、ステルス化)が生じると考察する。また村
山ら(2001)は、CRM 戦略にはつぎの３つの要素があるという。それは、①企業モデルを「個客エー
ジェント」型に変え、個々の個客のニーズに応えていくこと、②収益機会を顧客視点から見直し、
企業としての収益基盤を顧客生涯価値（LTV）の 4 軸に沿って展開すること、③顧客の層別化（セ
グメンテーション）を直接的な「買いモード」情報に求め、需要にダイレクトなものとすること、
である。つまり、企業モデル、収益、セグメンテーションをすべて顧客視点から再構築することと
いえるだろう。 
	 村山ら(2001)は、４つの階層からなる「CRM ピラミッド」を構築する必要性を論じた。第１層（最
上層）は戦略層（顧客戦略）、第２層は知識層（顧客インサイト（顧客理解・識別））、第３層は
業務プロセス及び組織層（マーケティング・セールス・サービス）、第 4 層はソリューション・テ
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クノロジー層（eCRM、SFA(Sales Force Automation)、ストアフロント(Store Front：次世代店舗)、コ
ールセンター）である。これらの第２層から第 4 層は絶えずに進化を続け、第１層の顧客戦略に働
きかけるものである。 
	 NTT 東日本法人営業本部第三営業部CRM&CTI 推進室（2001）はCRM の実践におけるナレッジ・
マネジメントの重要性を指摘した。CRM を実践する際には、社員の知識・知恵を有効活用する必
要があるとし、ナレッジ・システムとして、①生の「データ」、②「情報」、③「知識」、④「知
恵」といった仕組みを提示した。 
	 松浦・杉山（2002）は顧客の情報を「両刃の剣」と呼び、企業が顧客の情報を収集し CRM を構
築する際に、顧客のプライバシーの保護が重要であると指摘した。小笠原(2012)はファンケル
（FANCL）という化粧品会社を例として、CRM システムの一元化（直営店のタブレット端末、通
販サイト、コールセンターの情報の共有）の優位性を強調した。また羽野(2009)は「2009 年 CRM
ベストプラクティス賞」の受賞事例から、４つの共通課題を見出し、解決方法を探った。その課題
とは「顧客獲得」「満足度の向上」「情報の一元化」「CRM 部門の地位向上」である。 
	 以上の議論から明らかのように、CRM はワン・トゥ・ワン・マーケティングの一部であり、リ
レーションシップ・マーケティングの１つの流派に属する理論である。また、CRM は多数の企業
によって研究され、実践される理論でもある。 
	 CRM とE-コマースは相互依存的な関係にあると考えられる。E-コマースはCRM に商取引のプラ
ットフォームを提供し、CRM は E-コマースに有用な顧客情報を提供する。顧客満足最大化に向け
ては、CRM を活用するE-コマースの発展がより切迫な課題になってくるだろう。 
第４項	 価値ベースのマーケティング 
	 Keeney(1999)はE-コマースにおいて、価値提案の重要性を強調している。Keeney によれば、顧客
が伝統的な消費方式からインターネットを利用する消費方式へシフトしていることは、インターネ
ットを通じた消費が消費者により良い便益を与えることを裏付けるものである。その「便益」の本
質は、個々の消費者に対する「価値提案」にある。ここでのインターネット・コマースによる価値
提案とは「製品及び製品の発見・注文・受領過程における利益と費用の純付加価値（net value）」と
定義される。 
	 Keeney は 100 名以上の消費者に対するインタビューを行い、インターネット購買活動に影響を与
える消費者目的を明確にした。この消費者目的は「手段的目的（16 項目）」と「基本的目的（10 項
目）」に分類でき、手段的目的は基本的目的を実現するものとされる。図表 2-5 は、手段的目的と基
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本的目的の関係図である。 
 
図表 2−5 インターネット・コマースにおける手段的目的–基本的目的ネットワーク 
 
出所：Keeney, R. L. (1999),“The value of Internet commerce to the customer,” Management Science, 45, (4), pp.539. 
	  
以上の項目は、企業にとってインターネット・コマースの新製品の創造、既存製品の改良、製品
物流の改善、システムの構築を行う際に役立つ。総じて、Keeney は顧客への価値提案を重視し、企
業がE-コマース事業を展開する際に有効な手掛かりを提供している。顧客満足最大化を中心とする
消費者の目的を達成させるため、企業は価値提案を測定・分析するシステムを開発することが必要
であろう。 
	 Keeney の研究をふまえ、Peter Doyle(2004)は価値ベースのマーケティング戦略論を提起した。価
値ベースのマーケティング戦略においては、株主価値と顧客価値といった要素が取り入れられ、マ
ーケティングの再定義がなされた。新たな定義は次のようなものである。 
	 「マーケティングとは、価値の高い顧客と信頼に基づくリレーションシップを構築し、持続的な
差別的優位性を創造する戦略の策定と実行によって、株主に対するリターンを最大化しようとする
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マネジメント・プロセスである。」1 
	 ここでの価値とは、製品やサービスのニーズ充足能力に対する顧客の評価である。顧客価値創造
のためのマーケティング・アプローチは３つある。それは、①顧客の知覚できる最も価値の高い提
案をする、②製品・サービス自体ではなく、顧客のニーズ（経済的、情緒的）を満足させる、③長
期的なリレーションシップの構築、である。また、価値提案の方法として、製品イノベーション、
優れたサービス、ブランド・イメージ、低コスト４つの戦略があるといわれている。４つのうちど
の価値提案を主張するかは企業のコア・ケイパビリティと市場機会によって決定される（Peter Doyle 
2004）。 
	 これらの内容から、価値ベースのマーケティングとは１つの考え方であり、見方であることがわ
かる。価値ベースのマーケティングにおいて、関係性マーケティング（あるいは関係性マーケティ
ングの延長線にあるワン・トゥ・ワン・マーケティングとCRM）は必要不可欠な一部であろう。 
	 また Peter Doyle(2004)は、ウェブによる顧客価値の創出方法として、カスタマイゼーション、品
揃えの拡大、価格の低下、利便性の拡大、情報量の拡大、安心感の提供、娯楽性をあげた。ウェブ
の利用を通して、企業はコストの節約、ブランドの強化、ビジネス有効性増大の価値創出が期待で
きる。要するに、ウェブの利用は企業と顧客にWin-Win 関係をもたらす可能性がある。 
 価値ベースのマーケティングに関する近年の研究には以下のようなものがある。Mittal, B., & Sheth, J. 
N.(2004)はバリュースペース戦略を提起し、顧客は３つの市場価値を追求すると指摘した。３つの市
場価値とは、パフォーマンス価値、価格価値、パーソナライゼーション価値である。相原(2008)は、
生産者と消費者が共同で価値を創造するプロシューマ時代の到来を主張し、プロシューマ時代にお
いて感性バリュー・プロポジション（価値提案）の重要性を論じた。 
 
第５項	 協働型マーケティング（価値共創） 
	 Prahalad and Ramaswamy(2000)は協働型マーケティング（co-opting marketing）を提唱する。彼らは
新市場の特徴を「企業にとって顧客がコンピタンスの新たな資源になっている」と考察し、顧客と
いうコンピタンスをコントロールする方法を紹介した上で、さらに顧客のコンピタンスを維持する
ための組織変革が必要であると提言した。 
	 新たな経済環境において、顧客はもはやビジネス競争の外に位置するのではなく、ビジネス競争
																																																								1	 Peter Doyle (2004),	p.115	
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の主体の１つになっている。顧客が新市場にもたらすコンピタンスは、彼らが保有する「知識や技
術、学習・経験する意向、積極的な対話を進める能力」だといわれている。顧客というコンピタン
スをコントロールするためには、①積極的な会話、②顧客コミュニティ、③顧客多様性の管理、④
個人化経験の共創、という４つの基本的な方法がある。さらに個人化経験を管理するため、①経験
のマルチチャネルの管理、②多様性と進化の管理、③顧客期待の形成、の３点が求められる。 
	 Prahalad and Ramaswamy(2000)は、時間的順序にしたがって「顧客」と「コア・コンピタンス」の
変化過程を明確にした（図表 2-6、図表 2-7）。 
   図表 2-6	 顧客の発展と変化 
顧客の分類 受動的な聴衆 積極的な参加者 
説明 既定の購買グループに
対する説得 
個人購買者との取引 顧客の生涯価値 価値共創の顧客 
時間 1970年代〜1980年代前
半 
1980年代後半〜1990年
代前半 
1990年代 2000年代以降 
顧客の役割 既定の購買役割を果た
す受動的な購買者 
既定の購買役割を果た
す受動的な購買者 
既定の購買役割を果た
す受動的な購買者 
ネットワークの一部、企
業価値の共創・抽出に役
立つ協力者・共同開発
者・競争者 
経営者の考え方 顧客は平均統計値、購
買者グループは企業に
よって先決される 
顧客は取引における個
人統計値である 
顧客は一人の人間、信
頼と関係性を構築する 
顧客は一人の人間だけ
ではなく、社会・文化構
造の一部である 
企業と顧客の相互作用、製
品・サービスの発展 
伝統的な市場調査、製
品・サービスは数少な
いフィードバックによ
って創造される 
「販売」から「サポー
ト」に変化、顧客のフ
ィードバックによって
製品・サービスを再設
計する 
ユーザーの報告・リー
ダーユーザーの解決方
法・顧客に対する深刻
な理解によって製品・
サービスを再設計する 
顧客は個人化経験の開
発者で、企業はリーダー
顧客とともに教育・期待
形成・市場共創を行なう 
コミュニケーションの目
的 
購買者へのアクセスと
ターゲット、一方通行
的 
データーベース・マー
ケティング、双方向 
関係性マーケティン
グ、双方向 
積極的な対話による期
待形成と広告、マルチレ
ベル 
出所：Prahalad, C. K., and Ramaswamy, V. (2000),“Co-opting customer competence,” Harvard Business Review, 78, (1), pp. 7より筆者
作成。 
24		
    図表 2-7	 コア・コンピタンスの変化   
 分析単位 資源 コンピタンスの
基本 
経営者の付加
価値 
価値創造 経営の圧力の
源泉 
企業 企業 企業内にあるも
の 
企業内、具体的
なプロセス 
コンピタンス
の形成 
自発的 事業部門vsコ
ア・コンピタン
ス 
企業のネットワ
ーク 
拡張した企業−
企業、サプライ
ヤー、パートナ
 ー
他企業のコンピ
タンス・投資へ
のアクセス 
ネットワーク内
の専用アクセス 
協力型パート
ナーの管理 
パートナー企
業との合作 
パートナーは
協力者であり
ながら競争相
手である 
拡張さしたネッ
トワーク 
全システム―企
業、サプライヤ
ー、パートナー、
顧客 
他企業と顧客の
コンピタンス・
投資へのアクセ
ス 
多様化な顧客と
の対話のインフ
ラ 
顧客コンピタ
ンスのコント
ロール、個人的
経験・顧客期待
の形成 
パートナー企
業、顧客との合
作 
顧客は協力者
でありながら
競争相手であ
る 
出所：Prahalad, C. K., and Ramaswamy, V. (2000),“Co-opting customer competence,”Harvard Business Review, 78, (1), pp. 7-8より筆者
作成。 
 
	 図表 2-6、図表 2-7 から、2000 年代以降、顧客の個人的経験や顧客期待の形成が企業にとって重
要になり、顧客の役割は受動的から積極的となり、企業の協力者から協力者・競争者になっている
ことが分かる。要するに、企業と消費者との「協働」「協創」など、両者の共同の取り組みを重視す
るコラボレーション・マーケティングが提唱されているといえる。 
	 Prahalad and Ramaswamy の協働型マーケティングに対し、佐久間（2005）は批判的な見解を示し
ている。佐久間は資本主義社会における利潤原理を提示し、消費者と企業の情報の非対称性の存在
を主張し、現実では企業と消費者との間の対等・平等な関係がまだ形成されていないと指摘した。
現段階の協働型マーケティングは、顧客起点ではなく、「企業の最良の範囲内で消費者が企業の行な
うビジネス活動に協力させられる、つまり企業側が消費者の能力を活用している」と見ている。 
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第 6 項	 協働型マーケティングの一現象 ―ネット・オークション 
	 野島・国領・新宅・竹田(2000)は、アメリカにおけるインターネット・オークションの事例を取
り上げ、統計的手法を使いて、現在のインターネット・オークションはコマース型とコミュニケー
ション型に分類できると考察した。また、それぞれに適合する商品群や売手・買手の属性、制度や
成功要因が異なることを指摘した。  
	 コマース型とは、従来の店舗販売よりも低い取引コストで、迅速に売買を行うことをねらいとし
たオークション・サイトである。コマース型のサイトには、迅速で低コストな取引を求める買手が
集まり、配送や決済を行うロジスティクス機能が重視される。例えば、Amazon 社(www.amazon.com)
はその典型的な例である。 
コミュニケーション型とは、インターネット上でオークション参加者同志の対話の場を設けるこ
とで、インターネット上に市場を創設することをねらいとしたオークション・サイトである。例え
ば、eBay 社(www.ebay.com)などが挙げられる。インターネット・オークションの２分類を図表にま
とめると以下のようになる。 
   図表 2-8 インターネット・オークション・サイトの２分類 
 
出所：野島・国領・新宅・竹田(2000)「インターネット・オークション・サイトの戦略に関する研究」 『ITME ディスカッ
ションペーパー』, 12, (48),pp.6. 
26		
 この研究結果は以下のようなものである。コマース型では法人から商品を仕入れて割安で消費者
に提供することか求゙められているため、割安で安定的に商品を仕入れることのできるチャネルを有
していることか決゙定的な要因となる。一方、コミュニケーション型では、制度適合度が大きな成功
要因となっている。コミュニケーション型を成功させる好循環を作り出すため、ポータル・サイト
等との兼業、リスト料・取引料の期間限定による無償化、カテゴリーを絞ったニッチ戦略、という
３つの戦略が提言された。  
	 インターネット・オークションの他に、リバース・オークション（Reverse Auction）という概念
がある。2012 年、毎日新聞社などによるマニフェスト大賞の最優秀政策提言賞に、「リバース・オ
ークション」が選ばれた。リバース・オークションは、逆オークションとも呼ばれ、買い手が求め
る商品の条件や希望価格を提示し、売り手企業が自社で提供できる価格を示す仕組みである（幡鎌 
2012）。つまり、売り手が買い手を選定する通常のオークションと異なり、政府による競争入札のよ
うに買い手が売り手を選定する逆（Reverse）のオークションである。 
	 インターネット・オークションや逆オークションの発展から明らかのように、企業にとって顧客
は参加者となり、顧客との「価値共創」が非常に重要になりつつある。したがって、インターネッ
ト・オークション（あるいは逆オークション）は協働型マーケティングの一現象とも考えられる。 
第４節	 電子商取引における近年の問題点 
	 電子商取引の問題点として、①コンテンツと品質、②著作権とユーザーの権利、③著作権と言論
の自由、④対話型の広告と消費者情報の利用、⑤インターネットの中間業者、⑥インターネット取
引のセキュリティとプライバシー、⑦デジタル製品の価格戦略、⑧オンライン課税、規制、その他
の法的な問題があげられる（アンドリュー・デール・崔 2000）。 
	 インターネット取引のセキュリティとプライバシーは近年、大いに注目されている。安全な取引
は、否認不可能（nonrepudiation）・認証・完全性・機密保護などの条件を満たす必要がある。否認不
可能とは、取引の当事者が取引後に取引があったということをとぼけることができないという意味
である。認証とは、取引相手を識別するために確認することを意味する。完全性とは、送信または
保管中にデータが改変されていないことを意味する。機密保護とは、プライバシー、つまり取引が
関係者のみで行われることを意味する。 
	 否認不可能と認証はいまだ完全に実現されていないため、証明技術やサービスによってさらに改
善する必要があると指摘された（アンドリュー・デール・崔 2000）。否認不可能と認証のための市
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場メカニズムは、信頼できる第三者が必要であるといわれている（Froomkin 1996）。Hagel and 
Singer(1999)によれば、購買履歴や個人情報など消費者のプライバシーに関する情報は、売り手と買
い手の仲介である情報仲介業者（infomediary）が管理するといったように、第三者によって保護さ
れるべきとされる。このように、電子商取引における安全性を確保するためには、セキュリティ技
術の改善や第三者の介在が必要になるだろう。 
第５節	 小括 
	 本章は、E-コマースを中心に議論を展開してきた。第１節ではE-コマースの概念を明確にするた
め、E-コマースの歴史的な発展、定義、分類を紹介した。第２節はE-コマースについてのデータを
グローバルと中国の両面から分析した。グローバルにおいて電子商取引の総額は年々増加する傾向
があり、市場規模では中国は米国に次ぐ世界第２位である。中国国内の電子商務市場取引規模は
2009 年から 2016 年（予測）に至まで徐々に拡大しており、すでに成熟期に入ったと判断された。 
	 第３節ではE-コマースの先行研究をまとめた。関係性マーケティング、ワン・トゥ・ワン・マー
ケティング、CRM、価値ベースのマーケティング、協働型マーケティング、協働型マーケティング
の一現象―ネット・オークションについて分析し、E-コマースの理論的な発展過程を明確にした。
ここでは、関係性から１対１関係、CRM、価値ベース、協働型といった変化2が見られている。 
	 このような変化は、コトラ (ー2010)のマーケティング 2.0（消費者志向のマーケティング）と 3.0
（価値主導のマーケティング）に対応する。また、2010 年にコトラーはマーケティング 4.0(自己実
現型マーケティング)を提起した。E-コマースによって企業と消費者の協働関係の形成は、自己実現
マーケティングを促進すると推測できるだろう。IT 技術の発展につれて、マーケティングは徐々に
製品中心から消費者志向へ、消費者志向から価値主導へ、価値主導から自己実現へ変容することが
伺えよう。 
	 最後の第４節では、電子商取引における近年の問題点を提起した。特に、インターネット取引の
セキュリティとプライバシーの重要性を強調し、その解決方法として、セキュリティ技術の改善や
第三者が介在する必要性をあげた。 
 																																																								2だが、この変化は恒常的ではなく、協働型から関係性へという逆転も考えられる。 
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第３章	 中国市場とネットショッピングに関す
る先行研究 
第１節	 中国市場 
第１項	 中国市場における競争環境   
	 劉敬文（1997）は、中国の国民収入水準や市場構造を考慮すれば、そのマーケットサイズは 2.5
億人～3.5 億人の段階にあり、しかもその大半は東部沿海地域や内陸地域の都市部に集中していると
する。1996 年からスタートした「国民経済および社会発展のための第 9 次５ヵ年計画と 2010 年ま
での長期目標」では内陸部が重視された。その目的は、東部沿海地域から始まった改革・解放によ
る地域格差の是正だといわれている。 
	 ジェトロの 2002 年度『在アジア日系製造業経営実態調査』によると、中国に進出している日系企
業にとって、中国市場の競争環境は激化していた様子がうかがえる。「現地生産品との競争が厳しく
なってきた」という回答は 54.2％で最も高く、それに次いで「現地生産品・輸入品を問わず競争が
厳しくなってきた」が 36.2％だった。競争の内容としては「販売価格」が 96.7％と最も高く、それ
に次いで品質・機能（24.5％）であった。3 番目位以下は、商品差別化（18.2％）、納期（15.8％）、
アフターサービス（5.4％）とその他（1.2%）である（ジェトロ 2004）。このように、価格競争を中
心に、中国国内市場における日系製造業の競争環境は激化していたことが伺える。 
 
出所：ジェトロ(日本貿易振興機構)(2004)『中国市場に挑む日系企業-その戦略と課題を探る』pp.207より筆者作成。 
現地生産品と
の競争が厳し
くなってきた54.20%	
輸入品との競
争が厳しきな
った1.90%	
現地生産品・
輸入品を問わ
ず競争が厳し
きなってきた36.20%	
他社製品との
競合はほとん
どない7.70%	
図表３−１　自社製品を取り巻く経営環境と競争
が厳しくなっている面	
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第２項	 中国市場に関する５つの特徴 
	 加藤・星野・鷲尾(2008)は、中国市場に関して５つの特徴を挙げた。それらは、①高水準の経済
成長、②消費構造の特徴（都市部と農村部の消費動向）、③情報サービス需要の高まり、④国内物流
インフラの整備とネットワークの拡大、⑤市場参入規制の緩和や撤廃、である。 
	 まず、高水準の経済成長からみてみよう。1978 年中国の改革開放政策が実施されて以来、中国経
済は発展し続けてきた。1992 年、社会主義市場経済が導入され、GDP は一気にあがり、10％前後
の対前年成長率を示した。1998 年アジアの通貨・金融危機の影響で一時的に GDP の成長率は下が
ったが、2003 年に入って再び 10％程度の成長率を示した。 
図表３−２ 中国の GDP の額と伸び率（単位：億元、指数：1978＝100、成長率％） 
 
出所：加藤・星野・鷲尾(2008)「日本の地域産業の中国市場参入と現地連携化」pp.174. 
 
	 2000 年代に入っても、中国の経済成長は続く。2000 年、中国の GDP は 9 兆 9215 億元であり、
これは 1990 年の GDP に比べ約 2.7 倍（指数比）である。2003 年から 4 年連続で GDP の対前年成
長率は 10％を超え、2006 年には 20 兆 9406 億元と拡大し続けている。 
	 2005 年、中国のGDP は 18 兆 3867 億元であり、世界全体に占める名目GDP のシェアは 5%とな
った。これは米国（GDP シェア 28%）、日本（同 10.3％）、ドイツ(同 6.3%）に次いで世界第４位の
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地位である。このように中国は改革開放以来、1998 年アジアの通貨・金融危機の時期を除き、高い
水準の経済成長を遂げているといえる。 
図表 3−3	 世界各国の GDP ランキング（2005 年） 
 
出所：加藤・星野・鷲尾(2008)「日本の地域産業の中国市場参入と現地連携化」『中央学院大学社会システム研究所紀要』, 8, 
2,pp.175. 
  図表 3−4	 人口及び家計消費の都市部・農村部別割合 
  
出所：加藤・星野・鷲尾(2008)「日本の地域産業の中国市場参入と現地連携化」『中央学院大学社会システム研究所紀要』, 8, 
2,pp.176. 
 
	 消費構造の特徴では、都市部と農村部の異なる消費動向が注目に値する。図表 3−4 から分かるよ
うに、人口の約 6 割を占める農村部の家計消費は約 27％と少ない。一方、都市部は消費を拡大させ
ており、家計消費の約 73％を占めている。 
	 消費の内訳をみると、農村部の消費支出構成は都市部と異なっている。都市部では、カラーテレ
ビ、洗濯機、冷蔵庫などといった基本的な耐久消費財は、100％近い普及率になっている。そして、
パソコンやテレビなどの娯楽用耐久消費財へと消費がシフトしてきている。1990 年代以降、都市部
ではこれまでの消費支出の大部分を占めていた食料や衣料の支出シェアが減少し、「交通・通信費」
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「教育・娯楽費」「医療・保険費」「住居費」などのシェアが増加している。その背景には、所得の
増加によって生活が豊かになってきたことが伺える。しかし市場経済化に伴い、大学の学費の引き
上げ、家賃の引き上げ、個人の医療負担増加などが進行し、消費の拡大を阻む原因となっている。 
	 一方、農村部のエンゲル係数は都市部に比べ 8.5 ポイント高く、消費支出全体のほぼ半数を占め
ている。医療・保険費、教育・娯楽費は都市部と同程度に高いため、その負担は農民の生活を圧迫
している。また、低所得やインフラ不足のため、耐久消費財の普及がおくれている（経済産業省編
2005,p.91）。 
	 加藤ら(2008)は、このような都市部と農村部の所得格差は消費拡大を阻害させていると指摘した。
中国は面積が広大であるため、かつてから地域ごとの発展が不均衡である。地理的な優位性のある
沿海地域や、歴史的に首都として発展してきた政治中心地の北京、南京、洛陽、西安などは経済的
により豊かだが、それ以外は経済力の弱い地域が多い。そのため、中国の消費構造の特徴は、都市
部と農村部によって大いに異なると推測できる。 
	 また加藤ら(2008)によると、近年、中国では情報サービスへの需要が高まりつつあり、それに伴
って情報サービス業の発展が著しいとされる。この情報サービス業には、２つの種類がある。１つ
はソフトウェア分野で行われるオフショア開発（受託したシステム開発、運用管理の一部を日系海
外現地法人、あるいは中国地場企業に委託する方式）であり、もう１つはシステム・インテグレー
ション（顧客の業務内容を分析し、問題に合わせた情報システムの企画、構築、運用などの業務を
一括して請け負う方式）である。つまり、情報サービス業ではシステムの委託する範囲の多少によ
って２種類に分けることができる。企業は自社の経営資源と競争戦略に基づいて、委託するか請け
負うかの意思決定を下し、適切な情報サービスのシステムを構築することが重要であろう。どちら
の情報サービス事業も拡大しており、企業の現地化が求められている。 
   図表 3−5	 中国の IT 市場規模 
 
出所：加藤・星野・鷲尾(2008)「日本の地域産業の中国市場参入と現地連携化」『中央学院大学社会システム研究所紀要』, 8, 
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2,pp.178. 
 
	  図表 3−5 から、中国の IT 市場規模は拡大しつつあることがわかる。加藤ら(2008)は、政府によ
る「ソフトウェア産業と集積回路産業の発展促進に関する政策」などの政策によって、ソフトウェ
アパーク（軟件園）の設置、是正の優待、知的財産権の保護などのサポートが行われ、ソフトウェ
ア産業の振興が実現されつつあると指摘している。中国市場での情報サービス市場の拡大や IT 市場
の成長は、隣国である日本にとって大きなチャンスであろう。 
	 物流面では、中国においては物流インフラの整備が進み、物流ネットワークが拡大しつつある。
第 10 次 5 ヵ年計画によって、高速道路では「五縦七横」というインフラ整備・建設目標が立てられ
た。そのプロジェクトによって、東西 7 本の線、南北 5 本の線が建設される。長さは 3 万 5 キロ、
200 以上の都市を連結させ、全国人口の 60％を占める約 6 億の人口を覆うものとなる（中国国家高
速公路網ホームページより）。	  
   図表 3−6	 五縦七横の道路整備計画の状況 
 
出所：加藤・星野・鷲尾(2008)「日本の地域産業の中国市場参入と現地連携化」『中央学院大学社会システム研究所紀要』, 8, 
2, pp.179. 
 
	 鉄道では「八縦八横」があり、現在ではマカオを除くすべての省や特別行政区にネットワークが
広がっている。それ以外に、西北や西南の鉄道建設が計画されている。加藤ら(2008)によれば、中
国鉄道部は中鉄コンテナ輸送センター（中铁集装箱运输中心）を設立し、全国 14 の鉄道局と 50 支
局で専用コンテナ輸送列車を運行し、国内や国際の輸送サービスを提供しているとする。このよう
に、中国では高速道路も鉄道も整備されつつ、物流を順調に行なうためのインフラが徐々に構築さ
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れてきている。 
	 日系企業が中国に進出する際には、インフラの整備が前提となる。特に水平分業が進んでいるア
パレル業界では、物流活動は肝心な部分をなしている。中国のインフラの構築は、日系アパレル企
業の参入に大きく役立つと思われる。企業は中国の国情を理解し、自社に必要なインフラを検討す
ることが重要であろう。 
	 最後に市場参入規制の緩和や撤廃について、加藤ら(2008)は以下のように述べている。2001 年
WTO 加盟後、中国は外国企業に対して規制緩和を行った。2004 年、中国は対外貿易に関する最高
法規である「対外貿易法」を改正した。これより、出版物などを除いて、対中国貿易では国務院に
よる許可が不要となり、審査承認制度が徐々にに廃止され、登録だけが求められるようになった。 
	 また、2000 年 10 月から 2001 年 3 月までに、「外資企業法」「中外合資経営企業法」「中外合作経
営企業法」が改正された。改正法によって、自動車製造分野や移動通信分野を除いて、他の分野で
はローカルコンテント要求や輸出入均衡要求などが削除された。ローカルコンテントとは、中国に
進出する企業が現地生産をするときに、原材料や部品などを現地調達することを指す。輸出入均衡
要求とは、原材料などの輸入を輸出実績に見合った金額や数量までしか認めないことである。国内
流通面においても、WTO 加盟後、外国企業の中国流通業への加入が開放された（経済産業省通商
政策局 2007）。このように、貿易や外資企業に対する法律の修正から、中国政府が外資に対して規
制緩和を行ない、外資を誘致し、優遇する姿勢が伺える。 
	 以上、中国市場の５つの特徴は、中国市場の状況を反映したものである。経済成長の高水準、消
費構造の特徴、情報サービスの需要、物流インフラの整備や市場参入規制の緩和などは、いずれも
日系企業の中国市場進出に大きなチャンスを与えている。日系アパレル企業はこのような経済環境
を見極め、自社の経営資源を有効に利用して中国進出を図るべきだと思われる。 
 
第３項	 消費財分野から見る中国の「夢の市場」 
	 Edward Tse(2010)によると、経済開放と自由化の 30 年間を経て、中国市場では多様な製品やブラ
ンドが販売されている。日本、欧州、米国などの成熟した市場ですら中国には及ばない。中国市場
は「十億人以上の消費者を抱える」夢の市場とみなされ、市場における新興の中間層は購買意欲が
旺盛である。しかし、中国の１人当たりの国民所得は低水準にとどまっており、国民の多くはいま
だ消費者とみなすには至らないことが指摘された。また、豊かな大都市圏とそこから離れた地域と
の間では大きな格差が存在している。 
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	 それにもかかわらず、中国市場における小売業界の年間売上高は、1990 年代初めの 1000 億ドル
から 2008 年末には 1 兆 6000 億ドル超と 15 倍以上に拡大した事実がある（中国国家統計局 2009）。
2008 年の売上高は、同時期の米国の売上高の約３分の１にのぼっており、その傾向は今後も続くと
予想される（国勢調査局 2009）。 
	 市場開拓の見通しは、商品カテゴリーによって異なる。図表 3−7 にみられるように、2007 年の消
費財売上を見ると、中国における携帯電話やテレビの市場規模は米国、欧州（EU）と比較に値する
が、DVD プレーヤーや自動車といったより高価な商品では先進国の水準を下回っている。このよう
な状況は、中国市場にさらなる潜在購買力があることを示しているとも考えられる。 
 
出所：Edward Tse(2010)『中国市場戦略－グローバル企業に学ぶ成功の鍵』pp.42より筆者作成。 
 
	 1990 年代以降、特に 2000 年代初期以降は、中国市場において多様な製品の販売量が急成長した。
その代表例として、Edward Tse(2010)は携帯電話加入数、住宅ローン融資残高、セダン車販売台数、
という３つの異なる業種を挙げた。 
	 中国の携帯電話加入者数は 1990 年代末の 4300 万人から、2007 年の 5 億人と 10 倍に膨らみ、2009
年半ばは 6 億 8700 万人にのぼった（中国統計年鑑 2008）。その背景には、政府による通信業界の再
編が伺える。具体的には、中国移動通信（チャイナモバイル）を、別の携帯電話キャリアである中
国聯通（チャイナユニコム）と競合させるように働きかけた。両社は競争激化のため、料金の大幅
な引き下げ、格安の携帯端末の提供、全土をカバーする最先端の通信網の整備などを行った。さら
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に魅力的であったのは、電話を入手する際、それまでの長い順番待ちや官僚的な手続きと異なり、
店に向かいサインをするだけで済むようになったことである。 
	 住宅ローン市場では、1998 年に政府が都市住宅政策を刷新したことに伴い、住宅市場が一気に自
由化された。その結果、従来は企業や団体などの雇用主が持っていた住宅を購入できる権利が、割
安価格で都市部の住民に与えた。 
	 その後、10 年間で販売された住宅の床面積は、8000 万平方メートルから 7 億平方メートルまで
10 倍近くに急増した。2008 年の金融危機の影響で売れ行きは落ちたが、都市部の人口は 6 億人から
2020年までに8億人に増える見通しのため、次の10年間に向けて拡張基調が続くとみられている。 
	 自動車販売台数が急増した理由としては、政策変更による供給拡大があげられる。2000 年代初期、
中外合弁企業と独立系の国内メーカーが生産補強のため設備投資を行った。また政府の許可によっ
て、銀行による自動車ローンの貸付と自動車メーカーによる自動車ローン会社の設立が行われた。
年間販売台数を見ると、1990 年代末は 50 万台前後であったものが、2008 年には 900 万台を超えた。
2009 年 1 月、中国での月間販売台数が史上初めて米国を上回った。値下げや販売モデルの拡充、生
産能力の継続的増強によって、向こう 10 年はさらに低価格で多様なモデルが開発されると考えられ
ている。 
	 携帯電話、住宅、自動車等の商品から中国市場の発展状況を分析することで、中国における中間
層の強い購買意欲が伺える。人口増加、業界再編、政策変更や金融政策などによって、中国市場は
徐々に購買力を増やしつつある。このような「夢の市場」は先進国との委託生産、業務提携や技術
提携などによって、すでに昔の生産委託先のイメージから離脱し、商品販売市場や研究開発地とな
りつつある。日系のアパレル企業は、このような中国市場の変化を正確に読み取り、中国における
取引先との関係を見直す必要があるだろう。 
 
第２節	 中国における消費者行動 
	 消費者行動（consumer behavior）は消費者の購買行動のことであるが、この語は雑多な現実の行
動自体をさすのではなく、1960 年代以降展開されてきた消費者行動論におけるモデルないし仮説を
さすことが一般的である。 
	 消費者行動の基本仮説は、価格や所得等の制約条件下、消費者が効用最大化を実現するため消費
計画を決定するものである。だが、その仮説は具体性と応用性に欠けている。そこで、いくつかの
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具体性の高い消費者行動の探求が行われている。たとえば、①消費者行動の類型化（市場細分化：
market segmentation ）、②消費者の購買場所と購買対象選定行動の研究(忠誠：loyalty)、③新製品の
市場導入に反応する消費者の研究（行動科学の認知と学習）である（日本大百科全書）。以下では、
中国における消費者行動についての先行研究をレビューしたい。 
 
第１項	 面子消費 -Li and Su（2007） 
	 面子消費は、個人が消費活動を通して、自分の面子を高め、維持しあるいは挽回し、並びに他者
に対して尊敬を払う動機づけのプロセスであると定義されている(Li and Su, 2007, p. 242)。 
	 Li and Su（2007）は、中国と米国の消費者に対する比較研究を行い、面子消費という概念を提示
し、それについて３つの特徴を挙げた。それは、①義務としての消費（obligation）、②差別化の手段
としての消費(distinctiveness)、③ 他者志向(other orientation) のための消費である。 
	 義務としての消費とは、中国人は面子の社会的意味合いから面子を維持あるいは挽回せざるをえ
ない(must and have to)というものである。そのためのツールとして消費行動が用いられる場合、個人
は所属集団の面子消費を模倣するしかなく、そうしないと個人は集団の中で自らの面子を失うだけ
でなく、ほかの集団の前で所属集団の面子をつぶすこととなる。 
	 差別化の手段としての消費とは、急速な経済成長の下，消費は他者と異なる面子を構築するもっ
ともたやすい方法の１つとなり、人々は異なる商品を購入することで自らの所属集団や社会階級を
ほかと区別しようとしているが、結果的に高価格とブランドがそれを証明する手段として機能する
ようになっているということである。したがって、有名ブランドは、中国市場でさらにプレミアム
な価格設定を必要とする場合がある。 
	 他者志向のための消費とは、中国社会における面子の重要性のために，中国人は消費行動の中で
他人の面子にも多くの注意を払わなければならないということである。ギフトの選択や宴会などは、
その典型的な例である。 
	 面子消費と似たような既存概念として、顕示的消費やステータス消費もある。ともに贅沢品を消
費対象とし、それを顕示して社会的ステータスの向上を目指す点では共通するものの，同時に顕著
な違いが存在する。日本大百科全書によると、顕示的消費は「必要性や実用的な価値だけでなく、
それによって得られる周囲からの羨望のまなざしを意識して行う消費行動」と定義されている。元々
はアメリカの経済学者 T・ベブレンが『有閑階級の理論』において「見せびらかしの消費（顕示的
消費）」と呼んだものに由来するといわれている。一方、すべての面子消費が見せびらかしを目的と
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するのではなく，時には面子を維持したり挽回したりする目的での場合もある。自ら進んで見せび
らかすのではなく、客観的な必要性に迫られてやむをえない場合があり、また時には他者の面子へ
の尊重を示すための消費という場合もある(Li and Su 2007)。要するに、顕示的消費やステータス消
費は主観的に権威、地位、金銭、尊厳を呈示するが、面子消費は必ずしも消費者の意識とは一致せ
ず、「客観的な必要性」という外部環境要素によって左右されるものと考えられる。すなわち、中国
人には他者に対して多大な注意を払うという面があるのに対して、欧米ではそういう現象は顕著で
はないことが確認できる。面子消費は親族重視、他人重視という中国人の伝統的な文化に基づいて
生じる特有の消費習慣だといえよう。 
	 Li and Su（2007）の研究では、中国人は米国人に比べ、彼らの所属集団に影響される傾向がある
ことが明らかになった。また、中国人は商品のブランドや価格を面子と関連づけがちである。さら
に、中国人は他者志向のための消費の角度から商品の価値を判断する傾向があるといえる。 
	 このように比較してみると、米国人に比べて、中国人の消費行動は面子消費という顕著な特徴を
持っている。面子消費を切り口に中国人消費者の購買意識を利用して、適切な商品を開発し、価格
を決め、販売する、という方策もある。日系アパレル企業はこのような面子重視の購買動機を狙っ
て、顧客の心理を捉え、自社の商品開発やプロモーションに応用することが可能だと考えられる。 
 
第２項	 新四族モデル –小野田・欧陽・趙(2014) 
	 小野田ら(2014)による中国「80 后」消費者意識調査に関する研究は、中国の「中間層と内陸部」
に注目し、日系企業が中国市場に進出する際に重視すべき市場特徴について調査し、分析を行って
いる。 
	 80 后の「后」は、日本語の「後」に相当し、80 年代に生まれた若者を指す言葉である。中華人民
共和国国家統計局の第６回人口調査（2010 年版）の統計をもとに推計すると、現在 80 后は約 2 億
1932 万人いるとみられ、全人口の約 16.46％を占めている。この 80 后は、現代中国市場の中核的な
消費者といわれている。 
	 小野田らは、リアルタイムに広範囲での調査実施を可能にする「Web アンケート」を用いて、原
田・余（2009）の四族モデル（図表 3-8）を更新し、新四族モデル（図表 3-9）を構築した。 
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図表 3-8	 四族モデル 
 
出所：原田曜平・余蓮（2009）:『中国新人類・八〇后が日本経済の救世主になる!』洋泉社, pp.3. 
    
図表 3-9	 新四族モデル 
 
出所：小野田哲弥・欧陽菲・趙晋茹 (2014)「中国 “80 后” 消費者意識調査に基づく新四族モデルの構築と検証」『産業能率
大学紀要』, 35, 1, pp.12. 
 
	 小野田らは、新四族を以下のように定義している。「安族」は保守的な内実重視派であり、中国人
に馴染みの深い四字熟語「安于現状」（現状に安んじる）を語源に命名した。伝統への誇りが強い反
面、西欧文化を卑下し、流行への関心度や物欲は低い。男女ともに「強い女は論外」と考えており、
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夫は妻に家事や買い物の一切を任せる傾向にあり、逆に女性は倹約を旨とし、終身雇用のキャリア
形態を理想とする。 
	 「晒族」は保守的でありながら、外実も重視する。面子を気にするため、高級ブランドを好んで
購入したがり、人に見せびらかしたがるタイプの人たちである。男女ともに子供の学歴を気にし、
男性は社長に代表される自身の上司・上役を、女性は夫や友人を、自らの面子を保つ重要な要素と
して考えている。 
	 「潮族」は外実を重視するが革新的意識も強いため、高級路線だけではなく、流行を気にした購
買行動をとる。男性においてはグローバル志向が強く、上司が外国人であっても構わず、起業家精
神も強い。女性は職場環境を重視し、資格取得に熱心である。また趣味の嗜好性としては、男性は
スポーツ観戦、女性は映画鑑賞が挙げられる。 
	 「願族」は、革新的な内実重視派であり、社会貢献を通じた自己充足を求める。男性は日本でい
うところの「草食系男子」（森岡 2008）に近く、部屋を清潔に保ち、商品購入に関しても環境性能
を重視する。女性は仕事にやりがいを見出してはいるが、馬車馬のように働きたいとは考えてはい
ない。また人に感謝されたい意識が強く、身近なところではプレゼントをよく行い、ネット上では
レビューサイトに頻繁にコメントを投稿する傾向を持つ。 
	 小野田らの新四族モデルは、旧モデルに比べて性別や地域差の特徴が取り入れられていることが
うかがえる。その研究は現代中国の 80 后の消費者意識を明らかにしたものであるため、中国市場の
分析、経営戦略やマーケティング戦略の制定など実務運用への可能性が高いといえよう。日系アパ
レル企業にとって、消費者を新四族に基づいて選別し、セグメンテーションをしてからターゲット
を確定することが重要である。また、中国の人口分布（年齢・地域・収入）を意識して、より多く
の人に受け入れられるマス・マーケット向けの製品を開発しつつ、人数が少ないものの市場がある
「族」に対してはニッチ戦略を採用し、多様で柔軟なマーケティング戦略による中国市場進出をは
かるべきであろう。 
 
第３項	 大衆消費社会 –李（2004） 
	 李（2004）によると、中国の消費環境は地域間によって大きな差異が存在し、所得と消費欲求は
正の関係にある。具体的には、中国の北京市よりも上海市、上海市よりも広州市のほうが経済の改
革が進み、広告接触の頻度が高く、従って消費者の広告意識や消費意欲も高い。個性化、多様化し
てきた消費欲求に対して、まず消費者の量的・質的特性を認識することが必要である。そして、大
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衆消費社会における消費者教育のあり方についての検討も重要な課題となる。 
	 李（2004）は「社会主義市場経済システム」のもとでの大衆消費社会の形成と消費者行動の特徴
を解明しようとした。中国の市場化によって、消費者の消費欲求は量的欲求から質的欲求へと移行
しつつある。Katona(1964)は、大衆消費社会の大きな特徴として、ある願望が充足された後に新しい
願望が出現することが挙げている。また、Katona は大衆消費社会について、３つの特徴を挙げた。
それは、①自由裁量の購入を許す一般的な豊饒、②経済的に影響を与える消費者権利、③消費者心
理の重要性である。 
	 李（2004）の分析によって、中国でも上記の３つの特徴が明らかになったため、中国はすでに「大
衆消費社会」に入ったと考えられる。すなわち、中国では多くの家庭の購買力が向上しており、自
由選択力を持つようになったのである。いまや中国の消費者は、政府や企業と同じように、今後の
経済成長に影響を与える存在といえる。また、中国の消費者の広告意識や物質的価値観は変化をし
ており、消費者心理を把握することがとても重要になっている。 
	 米国や日本のような先進諸国に比べ、中国の大衆消費社会の形成速度は速い。そのため、中国の
大衆消費時代には先進諸国の消費欲求の段階的な変化が見られず、消費欲求変化の同時性が現れた。
具体的には、中国の消費欲求は「基本的生活支出」と「社会的欲求」が同時に行われるという特徴
を有するといわれている。 
 
第３節	 ネットショッピング	  
	 ネットショッピングとはインターネット・ショッピング（Internet shopping）の略であり、インタ
ーネットを使って電子商店や電子商店街などのホームページから，商品を購入したりサービスの提
供を受けたりすることを指す。オンライン・ショッピング（on-line shopping）ともいう。E-コマー
スがネットワークを利用する商取引全般を指すに対して、ネットショッピングは消費者側の視点で
コンピューター・ネットワーク上の電子的な売り手と消費者との商品売買を意味する。 
	 長島（2010）はネットショッピング、百貨店、チェーンストアの３業態の消費生活における位置
づけを明らかにするため、その３業界の売上推計を行った。結果は次の図表 3-10 に示されている。 
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図表 3-10	 3 業界の売上推計（単位：兆円）(ネットショッピング、百貨店、チェーンストア) 
 
出所：長島広太（2010）「サービス品質における他者経験属性-ネットショッピングのトラブルを事例として」『東洋大学経営
学部経営論集』, 76, pp.46. 
 
	 この図表から、日本では 2006 年からネットショッピングの比率が向上し続けていることがわかる。
中国でも同じような傾向は起こっている。第 2 章で示した EC 市場規模の推移を見れば、中国でも
ネットショッピングによる購買方式が普及しつつあるといえよう。以下では、ネットショッピング
についての先行研究を取り上げる。 
 
第１項	 他者経験属性と探索属性 
	 長島（2010）によると、ネットショッピングにおけるトラブル回避のため、人々は商品そのもの
の情報、利用の手引きなど探索属性を活用し、それと共に、口コミや評価などの他者経験属性も利
用する。とくに、今まで購入したことのないショッピングサイトから購入した場合は、口コミなど
の他者経験属性を重視していた。 
	 これにしたがい、長島は企業がマーケティングを遂行する上での課題を提示した。まず探索属性
については、サービスの場合でも、数値で明示できる属性を的確に伝達する必要があるとした。そ
して、他者経験属性については、単に数があればいいというのではなく、自己経験属性でない情報
を、いかに本人の体験の代替として活用できるかという視点で設計、運用する必要があるとした。
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さらに、適切なシステムを構築し、それを適切に運用すれば、ネットショッピングのトラブルを防
ぐことが可能であると論じている。 
 
第２項	 空間代替 
	 谷口ら(2010)は、EC による買い物行動の変化が実空間上の買い物客をサイバー空間へと代替させ
ることに注目し、その空間代替の実態を明らかにしようとした。本研究では、平成 17 年に実施され
た全国都市交通特性調査のデータを利用し、空間代替の実態と実際の個人行動特性や買い物行動と
リンクさせたて統計的に検証した。 
	 この分析から以下のような結果が得られた。①ネットショッピング購入経験の差は、地域よりも
地域を構成する個人属性の差に帰する部分のほうが大きい。②車依存者の購入経験は割に高く、農
業従事者や高齢者の利用する割合が低い。③ネットショッピングの購入経験が多い個人ほど、空間
代替を通じて実空間に買い物に出る機会が減る。④潜在代替量の角度から見ると、車依存者よりも、
日常的な買い物回数の多い非車依存者のほうが潜在代替量は多い。⑤サイバー空間への買い物行動
が実空間のどの部位から代替したかについて、実空間での行動が大きな影響を与える可能性が高い。
⑥ネットショッピングの経験を通じ、年平均2.68回の買い物行動がサイバー空間に代替されており、
その増加率は年率 15%程度であると推測された。 
	 これらの結果から、個人行動特性によって空間代替性は異なっていることが分かる。また、EC
経験者におけるサイバー空間への潜在的な代替量が明らかになり、その数値は急速的に増加する可
能性があるとされた。さらに、現在注目を集めている日本の中心市街地の活力の低下、商店街まち
づくり事業の振興といった現象の背景には、EC の普及による消費者の買い物行動の変化や購買行
動の空間代替があるとも考えられる。 
 
第３項	 商品類型別ネット購買の比較 
	 渡部・岩崎(2010)は、消費者がネットで購入しやすい商品、購入しにくい商品の特性について探
求した。アンケート調査を通じ、商品のポジショニングマップを作成し、商品類型ごとに特性を分
析した。 
	 その結果、ネットショッピングで商品購買への抵抗感を緩和させる要因として「ネット情報重視」
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「時間節約重視」「価格重視」「口コミ重視」があり、抵抗感を強める要因として「ネットショップ
不信」「実店舗コミュニケーション重視」「サービス・評判重視」「実感重視」があることが示された。
さらに、商品類型ごとに抵抗感に影響する要因について考察した。結果は次の図表 3-11 に示されて
いる。 
	 商品類型は横と縦 2 つの次元によって 4 つの種類に分類される3。「サービス・コンテンツ」は旅
行やスポーツ観戦のチケットのような無形商品（サーヒズ）と、媒体に記録された文字や音楽、動
画のような情報 （コンテンツ）てあ゙る。「最寄品」は比較的安価なものか多゙く、比較などのコスト
をあまりかけずに、頻繁に購入するものである。「買回品」は価格も高くなり、購入する商品を検討
する際に通常はいくつかの店を回っていくつかの商品を比較するものである。「専門品」は固有の特
性を持ち、ある特定の購買者グループは購買のための努力を惜しまないとされる。 
  
図表 3-11	 商品別布置図 
 
出所：渡部和雄・岩崎邦彦（2010）「ネット購買における消費者意識にもとづく商品類型化」『東京都市大学環境情報学部紀
要』 11, pp.8. 																																																								3次元1（横軸）は商品のネット購買への抵抗感を表しており、消費者は右に布置されている商品ほどネットで購買しやすく、左にある商品ほ
どネットでは購買しにくく感じている。次元2(縦軸)は上方は有形(tangible)な商品が多く、下方はデジタル関連コンテンツやサービス、保険
など無形(in- tangible)な商品が多い。	
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図表 3-12	 商品類型別ネット購買の比較 
 
出所：渡部和雄・岩崎邦彦（2010）「ネット購買における消費者意識にもとづく商品類型化」『東京都市大学環境情報学部紀
要』11, pp.11. 
 
また、渡部・岩崎は商品類型別布置図に基づいて、商品類型別ネット購買の比較結果をまとめ、
図表 3-12 のようにネット購買の促進要因や特徴を具体的に分析した。この図表は、ネット購買にお
ける商品を有形か無形か、ネット購買の抵抗の強弱によって４つに分類したものである。またそれ
ぞれの類型において、ネット購買の促進要因、阻害要因とネット購買の特徴をあげたている。以上
の分析は、企業が新製品開発、既存製品の改良、競争相手の分析や新事業への進出などを行う場合、
E-コマースを利用するかどうか、どのように利用するかなどの意思決定に役立つと思われる。 
第４項	 ネット購買のリスク 
	 Forsythe and Shi(2003) は、オンライン購入への抵抗をクレジットカード問題やプライバシー問題
など顕在的な障壁に帰結させた過去の研究（Hoffmam et al. 1999; Jacobs 1997)について、理論的に証
明されていないと指摘した。彼らはオンライン購買における顧客の認知リスクに注目し、認知リス
クはオンライン・ショッピングという購買行動を阻害する要因だと指摘した。 
	 この認知リスクは４つの種類に分けることができる。①金銭的リスクである。金銭的リスクは顧
客にとって金銭上の純損失と定義され、クレジットカードの情報の誤用等も含んでいる。②製品機
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能的リスクである。製品機能的リスクはあるブランドや製品が期待通りに機能しないことがもたら
す損失である。③心理的リスクである。心理的リスクは、個人情報の漏れによる失望、挫折、羞恥
を指す。④時間・利便損失リスクである。時間・利便損失リスクは情報検索、注文、適切なウェブ
サイトの探し出し、商品の受け取りの遅延などのよって発生する時間的な損失や不便を指す。 
	 認知リスクは、通常リスク認知といわれ、心理学の分野でしばしば使われている。日本大百科全
書によると、リスク認知とは「人が不確実な状況下で、環境における危険性を予測・事前評価する
様式のこと」と定義される。また、認知的バイアスが存在するといわれている。それは、人が心理
的に主観的に感じるリスクの大きさは、客観的な事実のリスクとの乖離を意味する。一方、知覚リ
スクは「商品やサービスの売買行動の際に、その不確実さや危険に対して感じる不安や懸念」であ
る。両方とも本質的に似ている部分（危険や不確実性に対する感知）があるため、本研究では同じ
概念として扱う。 
	 Sandra and Bo(2003)の研究は、ネットショッピングが普及しているにもかかわらず、大多数のオン
ライン利用者はウインドーショッピングにとどまっていることを指摘した。つまり、多くの消費者
はオンラインで集めた情報をもとに、オフラインで購買行動を行っているという。しかし、楽天や
アマゾンなどのネットショップが発展するにつれて、顧客は実店舗で商品の情報を得て、ネットで
価格を比較しながら購買している傾向が伺える。それは、ネットショップの在庫量、品揃えの豊富
さ、価格の合理性、信用度の高さ、決算の便利さなどを反映していると考えられる。すなわち、消
費者特性によってネット購買に対する認知リスクは異なり、その認知リスクが最終的な購買行動に
つながるといえる。 
	 照井・安（2012）の衣類商品インターネット・ショッピングにおける知覚リスクが購買意図に及
ぼす影響に関する研究では、消費者アンケート・データに基づく実証分析を行い、以下の３つの結
果を得た。 
	 ①知覚リスク感度と購買意図との間には明確に有意な負の因果関係が認められ、知覚リスクは購
買意図に大きな影響を及ぼしている。②リスク削減のための消費者情報選択は、知覚リスク感度と
の関係では外部評価情報を重要するタイプの消費者ほど知覚リスクを強く感じている。③消費者特
性から見る場合、購買意図に最も大きな影響力を持っているのは e ショッピングに対する態度であ
る。また、態度は知覚リスク感度にも有意な影響を与えており、好意的な態度を形成するためには、
利用頻度や情報収集志向といった学習経験が有力な要因である。 
	 また、知覚リスクに敏感な消費者ほど外部評価情報を利用してリスクを削減しようとする傾向が
注目されている。つまり、外部評価情報を利用することによって、知覚リスクを削減できる可能性
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があるといえる。近年インターネットで口コミやユーザーレビューなどが盛んになる現象は、外部
評価情報の重要性を裏付けるものだろう。 
	 消費者の知覚リスクの感度、外部評価情報の重視度、e ショッピングに対する態度はそれぞれ、
消費者本人の知覚、外部環境の影響、E-コマースに対する態度を意味している。E-コマースを利用
して商品を販売する際、消費者の好意的な態度を形成させることが非常に重要である。したがって、
口コミなどによって消費者の外部環境を整備し、E-コマースについての好意的な情報を積極的に発
信するなど、企業側には消費者の知覚リスクを削減するための様々な努力が求められる。 
	 さらに、照井・安（2012）の論文では e ショッピングでの購買は直接的な商品確認が不可能であ
るため、既存の実店舗に比べてより多様で大きな知覚リスクを有すると指摘した。特に、衣類商品
は流行性と美的志向が強いため、リスクにより敏感である可能性が高いと述べた。一般的に、衣類
商品つまりアパレル製品を購買する際に、サイズ、色合い、肌触りなどを重要視している。ネット
ショッピングによるアパレル製品の購買は、触って感じることができないため、消費者の抵抗感が
強いと推測できる。換言すると、アパレル製品は相対的にネット購買のリスクが高いと認知されて
いる。したがって、本研究はアパレル企業を事例としてとりあげ、アパレル業界におけるネット購
買の認知リスクを低減する方法について分析にしたい。 
第４節	 小括 
	 本章では、中国市場、中国における消費者行動、ネットショッピングの先行研究についてまとめ
た。 
	 第１節では、中国市場における競争環境を明確にした上で、中国市場に関する５つの特徴を紹介
し、さらに消費財分野から見る中国の「夢の市場」について述べた。第２節では中国の消費者行動
を分析した。Li and Su の面子消費、小野田・欧陽・趙の新四族モデル、李の中国の大衆消費社会、
に関する先行研究を通して、中国の消費者行動の特徴を明らかにした。 
	 第３節ではネットショッピングについて、他者経験属性と探索属性、空間代替、商品類型別ネッ
ト購買の比較、ネット購買のリスクという４つの角度から論じた。ここから、ネット購買において
アパレル製品は消費者の抵抗感が強い商品であることが分かる。したがって、以下ではアパレル企
業を事例としてとりあげ、アパレル業界におけるネット購買の認知リスクを低減する方法について
分析にしたい。 
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第４章 日系アパレル企業の中国市場参入戦略 
第１節	 日本のアパレル企業の歴史的発展 
第１項  製品・小売ブランドの形成（1950 年代～1980 年代） 
	 本項では、1950 年代から 1980 年代に至る、日本のアパレル企業の発展史を述べる。具体的には、
アパレル産業が衣服製造卸から１つの産業として成立する経過をまとめ、その時期の顕著な特徴と
して「製品・小売ブランドの形成」を提示する。 
	 マーケティングの発展は、市場分断・市場統一・市場細分化という３段階に分けることができる
といわれている（Tedlow 1990）。この市場統一が出現する段階で、マス・マーケティングが形成さ
れ、ブランドの重要性が徐々に明確になっていった。 
	 アパレルという言葉は 1972 年頃から使われるようになった。1970 年代前半頃まで、アパレルメ
ーカーは衣服製造卸と呼ばれている。1970 年代前半、日本のアパレル産業は市場統一から市場細分
化への段階をへて、１つの産業として成立した。市場統一つまりマス・マーケティングの形成時期
に、日本のアパレル産業は大量生産と大量販売を開始し、その基礎の上で市場細分化がマス・マー
ケティングとほぼ同時に行われている（木下 2011）。 
	 木下は日本のアパレルメーカ 5ー 社について分析し、1950 年代から 1980 年代までのアパレル産業
におけるマーケティングの歴史と特徴を明らかにした。その中でも、とくにブランド構築と小売機
能の包摂について考察した。具体的には、委託取引制度の点から樫山に対する考察、マス・コミュ
ニケーションの点からレナウンに対する考察、海外提携の点から三陽商会に対する考察、マルチ・
ブランド戦略の活用の点からイトキンに対する考察、コーディネイト・ブランドの専門店展開の点
からワールドに対する考察が行われている。その上で、1980 年代における大手メーカーのブランド
開発と商品企画について分析した。 
	 その結果、５社に共通する活動として、1950 年代〜1960 年初頭は（商標登録による）ブランド化、
商品企画への投資、小売への直接販売、をあげている。また 1960 年代までに、各社はデザインとパ
ターンの技術を海外提携等の方式によって蓄積してきた。その中でも、とくに「小売への直接販売」
は様々な影響を及ぼした。例えば、①ブランドの育成、製品差別化の促進、品質の重視、②大量販
売とマス・マーケットの創造、③多製品ブランドによるコーディネイト・ブランドの形態の出現、
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④ショップ・ブランドの出現とともに製品・小売ブランド化の形成、⑤ブランド体系の形成（ブラ
ンド間の関係性、個別ブランド・企業ブランドの分化）、⑥戦略的なブランドの開発、⑦基幹ブラン
ドとともに、単品ブランドがいくつか存在すること、などがその影響としてあげられる。 
	 また５社の個別性としては、①取扱商品の歴史性、②主要小売販路と取引様式、があげられる。
取扱商品の歴史性では、イトキン、ワールド、レナウンはそれぞれブラウス、婦人セーター、セー
ターを出発点としていたため、コーディネイト・ブランドのコーナー展開やショップ展開がしやす
くなった。それに対し、樫山や三陽商会はそれぞれ紳士服スーツ、婦人コートを出発点としたため、
単品訴求のイメージが強く、コーディネイト・ブランドの展開は 1970 年代に百貨店から要請された
ものだといわれている。 
	 次は主要小売販路と取引様式についてみてみる。主要小売販路では、樫山と三陽商会は百貨店を
主体とし、レナウンは百貨店を主力としつつ専門店やスーパーにも進出した。イトキンは百貨店と
専門店それぞれ 50％の比率、ワールドは 100％専門店だが、子会社の㈱リザによって百貨店にも進
出していた。	 	  
	 取引様式としては、返品条件付きの買取取引と委託取引 2 つがある。返品条件付きの買取取引と
は、メーカーと小売店の合意範囲内で売れ残りを返品できる制度である。会計上は、百貨店におさ
めた上で売上の計上になる。ただ、期末返品により売上減、在庫増など商品管理上の問題が発生す
る。レナウン、ワールドなどの会社は、この制度を採用している。 
	 それに対して、委託取引とは返品制度とも呼ばれ、百貨店が売れそうな商品を注文して店頭に並
べ、売れた分のみの代金を支払い、売れ残った商品をアパレル企業に返品できるという制度である。
店頭商品の管理責任は百貨店にあるが、店頭商品の所有権はアパレルメーカーにある。つまり、メ
ーカー側が小売販売の機会とリスクをすべて所有する形態である。会計上は、商品が消費者に渡っ
て初めて売上の計上となる。樫山は委託取引を採用する代表的な企業である。 
	 両制度を比較すると、買取取引では商品の所有権と管理責任ともに百貨店にあり、委託取引では
管理責任は百貨店にあるが所有権はメーカーにある。商品所有権のメーカーへの委譲は、アパレル
産業におけるメーカーの交渉力の向上を裏付けており、委託取引は製品・小売ブランド化の形成に
役立つといえる。委託取引制度によって、メーカーは売場空間を 1 要素とし、ブランドを顧客に直
接訴求することができる。そのため、委託取引は製品ブランドの小売機能包摂における制度的なイ
ンフラ条件といわれている（木下 2011）。 
	 その後、取引様式はさらに進化し、委託取引－消化取引－賃貸借という流れで発展を遂げてきた。
消化取引は売上仕入とも呼ばれるものであり、「売上仕入とは、納入業者が百貨店の名称及び営業統
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制の下、百貨店の店舗の一部に商品を搬入・管理して、消費者に対する商品販売も行なうという仕
入形態である」とされる（岡野 2008）。消化取引によって、百貨店は店舗商品の管理責任までもア
パレルメーカーに譲り、アパレルメーカーはより機動的に商品の投入と引き取りができるようにな
った。木下は、納入業者－百貨店－消費者という流れの中、アパレルメーカーは委託取引によって
商品所有権を、消化取引によって商品の管理責任を自社に取り入れることにより、製造小売に徹底
してきたと分析した。さらに、店舗の一定期間の運用が必要になるため、賃貸借の取引様式が現れ
て普及していった。 
	 1980 年代大手アパレルメーカーのブランド構築について、木下はオンワード樫山の「スウィヴィ」、
ダーバンの「イクシーズ」、三陽商会の事例を分析し、以下のような特徴をまとめた。それらは、①
ターゲット・商品コンセプトの明確化によるライフスタイル提案、②顧客価値志向、③ショップ展
開による小売機能の包摂、④自社のブランドを戦略的に構築、⑤ブランド管理体制におけるブラン
ド別商品企画と商品供給、である。 
	 ここでは、顧客価値志向について詳細にみてみたい。「スウィヴィ」では、商品に求める価値をV、
機能性、汎用性をF とし（具体的にはシンプル、長くきられる、組み合わせしやすいなどを基準と
する）、コストをC とし、以下のような公式を作った。 
V = FC 
	 一方、「イクシーズ」も価格設定のため次のような公式を作った。 
V（価値）= Q（品質）＋I（情報）P（価格）  
	 どちらも、 
顧客価値（V）＝ 便益
コスト
 
	 という特徴がある。つまり、1980 年代のアパレルメーカーはブランド構築において、コストを抑
えると同時に、消費者の便益向上に焦点を当てている。本論の研究事例である「ユニクロ」の顧客
価値創造も、この公式に当てはめることが可能だと考えられる。ユニクロは価格を最低限に抑える
こととともに、製品の機能性、汎用性、品質を重視し、顧客への情報も積極的に発信している。つ
まり、アパレル産業の顧客価値志向の考え方は 1980 年代から現在まで一貫性を持っているといえよ
う。 
	 1950 年代から 1980 年代までの日本のアパレル産業の歴史を見ると、単品ブランド－多製品ブラ
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ンド－コーディネイト・ブランド－ショップ・ブランド、へというブランドの変化が伺える。従来
のブランドは１つまたは複数の製品のみを意味していたが、1980 年代以後ブランドは製品、売場、
販売サービス等を意味するようになった。木下はそのようなブランドを「製品・小売ブランド」と
定義している。製品ブランドの小売機能の包摂とは、特定の製品ブランドが一定面積の売場内で排
他的に陳列され、メーカーの派遣する販売員により販売されることを意味する。 
	 木下は最後にアパレル産業の歴史的な帰結について考察した。1990 年代〜2000 年代、アパレル小
売業はアパレルメーカーよりも成長性を高めた。1990 年代以降、製品ブランドの小売機能の包摂と
は逆に、小売ブランドの製品開発機能の吸収が盛んになった。例えば、小売事業ブランドから出発
した「ユニクロ」、西友のプライベート・ブランドから出発した「無印良品」などの例があげられる。
このようにして、小売業者起点の製品・小売ブランドが成立した。以前のように製品ブランドと小
売ブランドが明確に分化していた時期と異なり、1990 年代以降、多くのアパレル小売業は企画・設
計・生産・販売サービスなど全工程に関わり、製品・小売を含む様々な要素をブランド・アイデン
ティティの表現手段とし、ブランドを構築してきた。これがいわゆるSPA であり、その特徴につい
ては次項で具体的に述べる。 
	 1950 年代から 1980 年代日本のアパレル産業の歴史の発展から、いくつかのアパレル事業モデル
の特徴を抽出できると思われる。その特徴とは、①大量生産・販売による利益の獲得、②市場細分
化段階における製品差別化・ブランド構築の重要性、③ブランド別商品企画・商品供給の重視、④
製品・小売ブランド化の形成（製品ブランドの小売機能の包摂）、⑤ブランド体系の形成（企業内ブ
ランド間、競合ブランド間、企業ブランドと個別ブランドの相互関係）、⑥組織基礎上の戦略的ブラ
ンド開発、⑦取引様式の進化の重要性、⑧ターゲット・商品コンセプトの明確化によるライフスタ
イル提案（顧客の自主性の保持）、⑨顧客価値志向、⑩企画・生産・小売サービス一連のプロセスに
よるブランド・アイデンティティの強調およびブランド・エクイティの創造と維持、である。 
 
第２項  国際化と SPA の登場（1980 年代～2000 年代） 
	 1980 年代から現在に至るまでのアパレル産業には、２つの大きな特徴がある。1 つは「国際化」
であり、もう１つは「SPA 企業の登場」である。1980 年代に入ると、日本のアパレル業界は国際化
が一気に発展した。とくに、日本から世界への「ファッション輸出」が意識され始めた。 
	 山崎(2007)によれば、1981 年にニューヨークで第１回ジャパンファッションフェア（JFF）が開催
され、54 社が出展、約 5,000 点の日本製品が当地の老舗ホテルに展示された。そのイベントは、日
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本のアパレル企業が海外進出を図る強い意志を表したものであった。しかし、JFF の初展開は「タ
ーゲット不明確」「市場調査不足」「ビジネス慣習の違い」「販売力の不足」などを専門家や消費者に
指摘され、失敗に終わった。その後、JFF は第２回のニューヨーク進出を図り、海外事業のやり方
を売りながら学んでいった。集団の力を向上させることで初期の目的を達成し、第３回の JFF も順
調に行なわれるようになった。 
	 これらの活動は、初期段階における日本アパレル企業の海外進出の状況を示している。日本のア
パレル企業は 1980 年代初めに、積極的な海外進出を計画し、実施していたことがうかがえる。 
	 一方、外国のアパレル企業は日本市場へ進出しようとした。代表的なのはラグジュアリーブラン
ドの日本進出であった。当時の背景として、山崎は３つの要因をあげた。それは、①1985 年の G5
（先進 5 カ国蔵相会議）プラザ合意により円高が急激に進んだこと、②円高によって内需拡大が進
行し、金余り、土地・株高によるバブル経済を生んだこと、③貿易摩擦解消のため輸入促進が国策
化され、輸入拡大へ動いたこと、である。要するに、1980 年代の円高が日本の消費能力の向上をも
たらしたのである。消費能力の向上と政府の政策が相まって、外国企業の日本進出に大きな動機と
利便性を与えたと考えられる。 
	 しかし、海外企業の進出は日本企業に危機感をもたらした。例えば、日本進出を図った際、「ルイ・
ヴィトン」は専門家やMBA 取得者を通して、「ディストリビューション契約」や「マネジメント契
約」などの契約を日本側と交わすことを要求した。それらの契約は、ルイ・ヴィトン社のブランド
イメージを管理し、品質問題を処理し、商標を保護するなどに役立つものであった。またバブル崩
壊後の地価下落を背景に、ルイ・ヴィトンなど外国ラグジュアリーブランドは大型直営店を展開し、
日本市場を制覇していった。 
	 1980 年代以来のアパレル産業におけるもう１つ大きな特徴は「SPA 企業の登場」である。そもそ
もアパレル企業の小売事業への進出は、SPA 企業が登場する以前からすでに行なわれていた。その
背景は、1980 年代アメリカで百貨店によるM＆A が盛んになったことである。	  
	 多数のM＆A 事例の中でも、メーシーズとブルーミングデールズとの買収劇の影響が一番大きか
った。手法としては、LBO（レバレッジ・バイ・アウト＝買収先資産を担保にした借入金による買
収）によって買収を行なうケースが多かった。その結果、アメリカのマンハッタンの百貨店はかつ
ての５社から１社（メーシーズ）に統合された。このような百貨店を中心とする大手小売業の再編
は、経営陣の頻繁な交代、値引き販売の多発、閉店による返品の増加などの問題をもたらした。そ
のため、アパレル企業は百貨店に頼らず、自社で小売に乗り出すようになる。具体的には、ショッ
プインショップ（百貨店内直営）による小売事業の立ち上げ、アウトソーシングによるコストダウ
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ンの実現などが行なわれた。そのようなアパレル企業の小売事業への進出は、SPA の登場の基礎と
なった。 
	 日本では前項から分かるように、1950 年代〜1980 年代においてすでにアパレルメーカーの小売へ
の進出が伺える。すなわち、1980 年代以降、日本のアパレル市場では SPA 企業登場の準備が整っ
ていたといえる。 
山崎は、1990 年代になると、アパレル産業において「業際」「国際」「資際」の「際がなくなる」
と主張した。「国際」はアパレル産業と外国との合作が普及し、企画・生産・販売にいたる一連の活
動が国際的に分業して商品を完成させることをさす。「資際」とは、合弁や買収によって資本の際が
なくなることをさす。そして「業際」は、アパレル製造卸と小売業の際がなくなることを意味し、
その代表的ものがSPA 企業の登場であった。 
	 SPA モデルは、英語で「Specialty Store Retailer of Private Label Apparel」といい、製造小売アパレル
を意味する。つまり、１つの企業が商品の企画・開発、素材調達、製造、物流、販売を一貫して手
がけるシステムである。SPA という言葉が最初に誕生したのは、ギャップ（GAP）社の 1987 年の
株主総会の発表においてである。その特徴として、５つの点が明確にされている。それは、①創造
性・デザイン性に富む商品を開発する、②自らのリスクで生産する、③価格設定権を持つ、④店頭
をコーディネイトして演出する、⑤知識ある販売員が第一級のサービスを提供する、ことである（山
崎 2007 ,p.122）。その後日本では、繊研新聞で「SPA」という言葉が初めて紹介されたといわれて
いる。 
	 1980 年代にSPA を導入するする企業が登場したが、本格的にSPA が確立された時期は 1990 年代
になる。SPA モデルを先行的に導入した企業はギャップ、ザラ（ZARA）、H&M、ユニクロなどで
ある。 
	 ギャップはアメリカの企業で、創業オーナーはドナルド・フィッシャーである。アメリカ市場で
自分に体型に合うサイズのジーンズを探すことが困難であった経験から、彼は妻と一緒に起業した。
「GAP」という名前は、「戦後世代とのジェネレーションギャップ」に由来した。現在、GAP はGap、
Banana Republic、Old Navy、Piperlime、Athleta、INTERMIX、という 6 つのブランドを傘下に持ち、
3,500店舗以上のストアと約13万4千人の従業員を擁する国際的な大規模小売企業に成長した（GAP
ホームページより）。 
	 ザラはスペインの会社で、インディテックス（INDITEX）社を母体とする。「格安のファッショ
ン商品」として、1988 年のパリ進出によって国際的に認識されている。H&M は、1947 年スウェー
デンでエーリング・パーソンによって創業された。フルネームは「ヘネス・モーリッツ（Hennes & 
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Mauritz）」といい、「Hennes」はスウェーデン語で「彼女の」意味で、「Mauritz」は買収した「モ
ーリッツ・ウイドフォース」の会社名の一部である。H&M は海外進出を積極的に行ない、イギリ
ス、スイス、ドイツを始めとする多店舗化を進めてきた。その海外進出を背景に、H&M はSPA と
いう新業態を導入した。 
	 アメリカを起点とするSPA 業態への変革は、日本のアパレル企業にも多大な影響を与えた。ファ
イブフォックスは 1976 年、小売業からアパレルメーカーへと転換した。創業者の上田稔夫は、「DC
ブランド」の失速を予測し、自らSPA 方式を選んだ。DC ブランドとは英語でDesigners and Characters 
Brand といい、デザイナーの個性を強調し、ブランドのキャラクターを打ち出すブランドである。
DC ブランドが失速した背景としては、①DC メーカーがかつて利用したファッションビルや地方の
路面店の集客力が落ちたこと、②業界では系列化が進み、小規模の企業は生地調達・縫製工場の確
保が困難であること、の２つがあげられる。このため、ファイブフォックスはMD(マーチャンダイ
ジング)、VMD（ビジュアルマーチャンダイジング）、宣伝、広報などを「一気通貫」にし、店員の
積極的なサービスにも重点を置いた。 
	 SPA 業態で成功した日本企業といえば、オンワード樫山とワールドがあげられる。オンワード樫
山は 1992 年に「組曲」を打ち出し、ワールドは「OZOC」を構築した。「組曲」のブランド特徴は、
国際連動企画による作成、「進化する定番」という高品質で適正価格、サイズ・カラーバージョンを
持つ単品編集である。また「企画、生産の２シフト」、つまり先行企画とシーズンイン企画の２シフ
ト制を採用した。その結果、「組曲」は消費者や百貨店から圧倒的に支持された。「OZOC」はCS(顧
客満足)を重視し、即納体制を採用した。派遣販売員やCS 課によって店頭情報を収集し、予測制度
を高めている。その姿勢によって、OZOC は現在でも人気ブランドとして定着している。 
 
第３項	 資本・業務提携と市場創造（2000 年代〜現在） 
	 2000 年代に入ると、アパレル業界には新しい変化がみられるようになる。バブル時代の不良債権
処理によって、多くの大手小売業が打撃を受けた。2001 年からの小泉純一郎内閣による政策によっ
て、経済面では「聖域なき構造改革」が行なわれた。そのような背景をふまえ、アパレル業界では
多くの大手企業が相次いで倒産した。 
	 倒産の先頭に立ったのは百貨店の「そごう」であった。1830 年、初代十合伊兵衛は大阪の坐摩神
社近くに、そごうの創業の基礎となる古着屋「大和屋」を開業した。明治に入り、大和屋は大阪心
斎橋筋に移転（1877 年）し「十合呉服店」と名付けられた(大阪店の前身)。1940 年「株式会社十合」
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と社名を変更し、1969 年になると、株式会社設立 50 周年を記念するため「株式会社そごう」と改
称した。2000 年に入ると、そごうがバブル時代前に実施した店舗拡大策はバブルの崩壊とともに重
荷になった。そのため、金融機関に対して巨額債権放棄要請を出した。しかし、債権放棄要請は世
論によって激しく批判され、実施することができなかった。さらに、イメージダウンによる売上の
急落がそごうの倒産を促した。最終的に、そごうは民事再生法適用を申請し、倒産した。 
	 その後、多くの大企業の連鎖倒産が起きた。例えば、百貨店向けブラウスの大手企業である吉村、
大手小売業マイカルグループ、大手ブラウスメーカーの東京ブラウスが相次いで倒産した。足袋と
靴下の専門企業福助も経営権譲渡となった。その結果、ファッション業界ではM＆A の時代がやっ
てきたといわれた。2000 年の民事再生法の施行によって、M＆A の主導権はそれまでの金融機関か
ら、事業会社に移行した。 
	 M＆A の主導権の変化によって、ファッションの主導権も変わりつつあった。ファッションの主
導権は徐々にデザイナーの手から資本家の手に交代した。著名なデザイナーであるイヴ・サンロー
ランの引退とYSL オートクチュールの閉鎖、「ハナエ・モリ」の民事再生法の適用申請、といった
様々な事例は当時ファッション業界でのデザイナーと資本力の対抗を裏付けている。さらに 2003
年には、エムアンドエイコンサルティング（現在 MAC アセットマネジメント、いわゆる村上ファ
ンド）による東京スタイル高野社長への訴訟が発生した。その理由は、「社長が明確な取締役会を
経ずに行なった有価証券投資により同社に損害を与えた」ということであった。その訴訟は村上フ
ァンドが勝ったが、世論では「行き過ぎた株主至上主義」と呼ばれ、批判を受けた。 
	 このような「もの言う株主」の増加によって、多くのファッション企業は対策を打つようになっ
た。その対策として、大手企業間の資本・業務提携が行なわれるようになった。例えば、セブン＆
アイ・ホールディングスがそごうと西武百貨店を完全子会社化し、イオンがダイヤモンドシティを
子会社化し、阪急百貨店と阪神百貨店が「エイチ・ツー・オー・リテイリング」へ統合し、ファー
ストリテイリング（ユニクロ）がフランスの「コントワー・デ・コトニエ」と「プリンセスタム・
タム」を子会社化したことなどがみられる。このような資本・業務提携は、事業基盤の強化ととも
に、買収への防衛策でもあった（山崎 2007）。 
	 21 世紀に入って、アパレル市場では大衆化と下流意識が盛んになり、消費者の欲望は「ぼんやり
とした欲望」になったと山崎は指摘する。バブル経済による景気の不振、市場における情報の過多
とモノの溢れ、それぞれは「下流意識」と「欲望の不明確」を誘致したと考えられる。そこで、ア
パレル企業は自ら市場を創造しなければならなくなった。消費者のニーズを綿密に調査し、分析し
て、自社によって価値提案することが求められる。1970 年代のコーディネイト・ブランドの発展と
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同じく、顧客価値を見極め、顧客に一定の主導権を譲渡し、顧客とともにブランド・アイデンティ
ティを創造していくことが必要となる。また、携帯電話やパソコンなどに代表されるモバイルの発
展にともなって、アパレル企業は現実の世界でだけでなく、バーチャルな世界でも自社の製品をア
ピールする能力が要請されるようになった。 
第４項	 SCM への取り組み 
	 SCM は企業の生産から販売までの一連のプロセスに関連する概念であり、企業の競争優位の鍵と
なっていると考えられる。本項では、日本のアパレル企業の発展史から SCM の発展史をまとめ、
グローバルなSCM の構築について考察する。 
	 サプラインチェーン（SC）とは、サプライヤーから最終顧客に至るまで、原材料、部品、完成品
の計画とコントロールに関わる一連の価値創造活動の連鎖である（Stevens 1989）。またSCM は、
サプラインチェーンマネジメントをさし、資材調達、製品開発・生産・物流・販売に関わる一連の
「企業内部のプロセス」と、同じ価値連鎖上にある他企業との「垂直的な企業関係」を、最大の競
争優位を確保するために改善することを意味する（Vickery et al,1999; Stevens,1989)。 
	 根本ら(2007)によれば、繊維産業ではグローバル規模でのSCM 構築が重要である。実際、近年ア
パレル産業における SC のグローバル化が急速に進展している。その背景としては、各国の産業保
護政策に対応するため早い段階で海外進出をしたこと、人件費コストを削減するため発展途上国に
移管したほうが有利なこと、などがあげられる。 
	 日本のアパレル産業はその産業的な特徴のため、昔から SC のグローバル化を進めてきた。通商
産業省生活産業局(1994)によれば、日本繊維の国際化進出は４つの段階に分けられることができる。
具体的には、①関税等の国境障壁を克服するための現地生産（1955~60 年代）、②テキスタイル企業
を中心とする現地販売目的の海外進出（1970 年代前半）、③発展途上国の競争力拡大に対応した現
地生産の見直し（1970 年代後半~1980 年代前半）、④円高に対応して逆輸入を目的とした中国・
ASEAN への進出（1980 年代後半以降）、である。 
	 その歴史的な展開の中で、とくに中国への進出を見ていきたい。日系繊維企業の中国進出は、①
香港を介在する中国華南地域への生産委託（1980 年代）、②労働コスト削減を目的とする東北地域
への直接進出（1980年代後半~1990年代初め）、③繊維産業集積地域となった上海地域への進出（1990
年代後半以降）、へ推移しているといわれている（本木・上野 2001）。日本のアパレル産業は中国
に進出する際に、主にコスト削減と政策優遇を考慮していることがうかがえよう。また、生産委託
から直接進出への変化は、日本アパレル企業に対する中国の規制緩和政策を裏付けるだろう。 
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	 根本ら(2007)は、日本企業は海外の現地企業と協力し、グローバルなSC を構築していると指摘し
ている。資材調達では、従来日本から輸出する場合が多いが、現在では現地日系企業や中国企業か
ら調達する場合が増えている。また生産方式では、従来は中国企業との合弁方式が多いが、現在の
規制緩和によって日系企業の直接進出が増えていると述べている。 
	 SCM については、様々な先行研究が行われている。Pagh and Cooper (1998)は、延期・投機戦略を
提出した。生産とロジスティクスについてそれぞれ投機・延期に分類し、４つの戦略にまとめた。 
 
  図表 4-1 延期・投機マトリックスとサプライチェーン戦略の類型 
  ロジスティクス 
投機 
分散在庫 
延期 
集中在庫・直送 
 
生産 
投機 
生産して在庫 
完全投機戦略 ロジスティクス延期
戦略 
延期 
注文生産 
生産延期戦略 完全延期戦略 
出所：Pagh, J. D., & Martha, C. C. (1998). Supply chain postponement and speculation strategies: How to choose the right strategy. Journal 
of Business Logistics,19, pp.15. 
 
	 完全投機戦略は最も一般的な戦略である。在庫の予測に基づいて、生産とロジスティクスに対し
て完全な投機戦略が行われている。小売業者・顧客の発注点は SC の一番レベル低い下流に位置づ
けられる。製品が各地域へ分けられる前に、生産活動が行われている。製品は分散型の流通システ
ムによって輸送される。 
	 完全投機戦略のメリットは、規模の経済が働くことである。製品は大量に生産・流通することが
できるため、生産とロジスティクスにおいて完全な規模の経済が実現できる。しかしデメリットに
は、４つの戦略の中で在庫コストが一番高いことがあげられる。また、製品の陳腐化による売れ残
りや荷物の積み替えなどの問題が起こる可能性がある。 
	 アパレル産業は従来、完全投機戦略を取っている。生産の効率化のため、各段階の企業は製品を
まとめて生産する傾向があり、「生産して在庫」という投機戦略を採用している。また、多段階にわ
たって生産するという産業特徴が存在するので、各企業が在庫を保有する形が一般的である。した
がって、ロジスティクス面でも投機戦略である。要するに、アパレル産業は典型的な完全投機型の
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サプラインチェーンシステムであるといえる。 
	 完全投機戦略が機能するには、市場需要をある程度予測できるという前提が必要ある。現在、市
場におけるアパレル製品の需要変動は激しくなり、需要予測に失敗した事例が数えきれないほどあ
る。このように、完全投機戦略を採用することが有効性を失う可能性がある。根本ら(2007)は、完
全投機戦略の優位がなくなるアパレル業界は、情報技術と物流サービスの利用によって、延期型戦
略の要素を取り込むことが可能であると主張している。つまり、アパレル業界では、SC をより需要
変動に対応する柔軟な延期型に変更し続ける傾向がみられる。 
	 崔・藤岡(2006)は、Pagh and Cooper (1998)の投機−延期戦略のフレームワークに対して、つぎの２
つの不足を指摘した。まず、それらの研究はあくまで生産やロジスティクスといった、SC の限られ
た一部のプロセスだけを議論している。また、生産とロジスティクスに関する意思決定タイミング
の延期か投機かという、時間軸だけを戦略変数として想定している。これらの意味で、問題設定の
限界性があると指摘した。 
	 一方、Fisher(1997)は、製品の類型による SC タイプの選択枠組みを提出した。具体的に、すべて
の商品はその需要パターンを軸に分類した場合、「機能的商品」か「革新的商品」のいずれかのタイ
プに該当し、それぞれの商品タイプごとに「物理的効率重視型SC」と「市場対応型SC」とを適合
させることがSC の成果を向上させると主張している。Fisher は製品の特徴・種類とSC の類型との
マッチングを重要視しており、彼による最適な SC タイプ選択のフレームワークは図表 4-2 のよう
である。 
 
図表 4-2	 最適な SC タイプ選択のフレームワーク Fisher(1997) 
 機能的商品 革新的商品 
効率重視型SC 適合 不適合 
市場対応型SC 不適合 適合 
出所：Fisher, M. L. (1997). What is the right supply chain for your product? Effective supply chains. Harvard Busines Review, 75, pp.109.
より筆者作成。 
 
	 機能的商品とは、時間が経つとともに需要があまり変わらない商品のことを指す。需要が安定し
ているため、予測がしやすくなり、ライフサイクルも長い。しかし、需要の安定は競争の激しさを
もたらす。したがって、利益率は相対的に低いことが多い。 
一方、革新的商品は、ライフサイクルが短いことが特徴で、需要の不確実性が高い。そのため予
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測が困難になり、供給不足や供給過剰の状況がしばしば起こる。供給不足によって発生する機会ロ
ス、供給過剰によって発生する売り残り在庫を処分するコスト、そのいずれもが企業に財政的な負
担をかけるとともに、消費者の満足の低下をもたらす。 
	 「物理的効率重視型SC」では、最高の効率性を実現するためにSC を構成する要素を設計・改善
しなければならないことを意味する。そのタイプの SC は、高機能・低コストの製品開発、規模の
経済、物流の空間的・時間的集中、低コストでの調達などによって最高の効率を実現しようとする。
しかしデメリットとして、トータルのリードタイムが比較的長くなるといえる。 
	 「市場対応型SC」は、需要変動が激しい状況に対応して、SC の各要素の柔軟性を保つ必要があ
る。フレキシブルな生産システムの構築、生産拠点と物流拠点の空間的な分散、リードタイムの短
縮などがそのSC タイプにとって有利である。 
	 これらのフレームワークは、企業が商品の類型を見極めた上で、それに対応する SC タイプを選
択することがより有効であることを示唆している。 
	 崔・藤岡(2006)は Fisher(1997)の主張するフレームワークを基本的に支持した上で、Fisher の分析
軸の不十分さを指摘し、新たなフレームワークを提示した。その分析軸の不十分さについて、崔・
藤岡は２点を挙げた。Fisher の研究では、①２つのタイプのSC はトレードオフであり、②物理的コ
ストと市場対応リスクはトレードオフである、という暗黙的な前提の上で成り立つことを指摘した。
実際のケーススタディによると、以上のトレードオフは必ずしもトレードオフの関係ではないこと
が伺える。そのことから、崔・藤岡は補完的なフレームワークを提示した。 
	 崔・藤岡は、「市場対応型SC」と「物理的効率重視型SC」は必ずしもトレードオフの関係を持
つのではなく、両タイプのSC戦略が持つ相対的優位性を同時に享受できる事例があると提示した。
例えば、オンワード樫山という日本最大のアパレルメーカーが採用しているシステムは、市場対応
型SC と物理的効率重視型SC とを同時に並行して機能させていることが明らかになった。 
	 崔・藤岡は、企業がSC タイプを選択する際、企業が製品の性格だけではく、製品の開発・生産・
販売に関わる外生的制約の度合いをも把握する必要があると主張した。また、SC タイプの選択は、
必ずしも市場対応型SC か物理的効率重視型SC かという二者択一の選択ではなく、両タイプを適切
に組み合わせたハイブリッド戦略を採用することも可能であるとした。しかも、ハイブリッド戦略
はフレシビリティとコスト削減という成果に達成できると述べている。 
	 具体的には、図表 4-3 のような戦略オプションが提示された。 
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図表 4−3	 最適な SC 選択のための戦略オプション 
 
出所：崔容熏・藤岡章子(2006) 「サプライチェーン戦略最適化のための選択フレームワーク: 製品仕様の柔軟性に焦点をあ
てて」『龍谷大学経営学論集』,46(1), pp.26. 
 
	 この表では、Fisher の分類法に沿って縦軸はそのまま適用したが、横軸では新たな分類法である
「製品仕様変更の柔軟性」を追加した。ここで、製品仕様変更の柔軟性は、製品柔軟性（product 
flexibility）と数量柔軟性（volume flexibility)に分けられている。製品柔軟性とは「特別な顧客の仕様
に対応するために簡単ではない非標準的な注文を取り扱える能力、または、多様な特性、オプショ
ン、サイズ、カラーの製品を生産できる能力」のことである (Vickery et al. 1997)。また、数量柔軟
性とは「顧客の需要に応じて生産量を効果的に増減できる能力」(Vickery et al. 1999) を意味する。
従って、製品仕様変更の柔軟性とは、SC が恣意的に製品仕様の構成要素（デザイン、部品・資材、
その他の周辺仕様)と製品の数量を変更できる能力を意味する概念である（崔・藤岡 2006）。 
	 この図表から、崔・藤岡は企業につぎのような SC タイプの選択方法を提示している。まず、企
業は自社の製品の特徴を見極め、「機能的商品」か「革新的商品」かのいずれかに分類する。そし
て、製品柔軟性と数量柔軟性から、製品の仕様変更の柔軟性を判断する。製品仕様変更の柔軟性は
「極めて高い」か「極めて低い」のほか、中間的な程度もある。以上の分類によって、SC タイプ
を選択する。この図表の最も大きな特徴は、ハイブリッド戦略選択と選択肢の移動可能性にあると
考えられる。 
	 以上のように、日本のアパレル企業は 1950 年代から、積極的にSCM のグローバル化を進めてき
たことが分かる。また、SC 戦略の選択にあたって、日本のアパレル企業は完全投機型から需要変動
に対応する柔軟な延期型に変更し、さらに製品の特徴によって「市場対応型」か「効率重視型」あ
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るいは両方を融和させた「ハイブリッド型」を採用する傾向が伺える。日本のアパレル企業は SC
戦略を決定する際に、市場状況と製品特徴を重要視していることがうかがえよう。 
 
第５項	 歴史から見る日系アパレル企業の成功要因 
	 ここまでの考察を通して、日本のアパレル企業の歴史的発展が明らかになった。1950 年代から
1980 年代までに製品・小売ブランドが形成され、1980 年代から 2000 年代まではアパレル業界の国
際化が進むとともに、SPA という新たな業態が登場した。2000 年代以降では、M＆A に対応するた
め資本・業務提携が盛んになり、消費者の「欲望の不明確さ」に対応するため企業自らの市場創造
が求められている。また、1950 年代から現在に至るまで、日本のアパレル企業におけるSC の構築
はグローバル化しつつある。真のグローバルサプライチェーンを実現させるため、企業は市場状況
と製品特徴に基づいてSCM 戦略を構築してきている。 
	 歴史的な角度から、日系アパレル企業の成功要因を以下のようにまとめることができるだろう。
すなわち、①全工程に関わることによって強力なブランドを構築する、②試行錯誤を重ねつつグロ
ーバル化に対応し、SPA を導入する、③買収への防衛策として資本・業務提携を行ない、顧客の欲
望の不明確さに対応して市場を創造する、④グローバル規模でSC の構築を模索する。このように、
日系アパレル企業は常にグローバル化を意識し、自社でブランドの育成・SPA の導入・SCM の改
善をしながら企業間の提携を強化し、顧客ニーズを満足させてようとしている。以上４つの要因は、
日系アパレル企業の歴史から学べる成功要因だと考えられる。 
第２節	 日系アパレル企業の中国進出 
第 1 項	 日系アパレル企業の中国進出の歴史と現状 
	 中国はかつてから日本企業の重要な立地先として認識されてきた。「雁行形態型」の理論が示すよ
うに、1980 年代頃まで、日本企業のアジア進出の産業発展パターンは、雁が並んで空を飛ぶような
形態であった。つまり、先発国に新たな主力産業が形成し、それは時間の経過とともに古いタイプ
の産業になり後発国へ移動する、というようにして産業構造の高度化が実現されてきた。しかし
1990 年代に入ると、こうした雁行形態は崩れ、主力産業間のぶつかり合いが発生した。とくに、中
国とASEAN４との競争、日本とアジアNIES との競争が激しくなった（鈴木 2015）。ASEAN４は、
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東南アジアの主要４カ国であるタイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンをさし、アジアNIES
は新興工業経済地域で、韓国、台湾、香港とシンガポールをさす。 
	 また鈴木（2015）によると、日本企業のアジア進出は、1980 年代前半まではアジアNIES を中心
としたが、1980 年代後半以降はASEAN４と中国に移行した。2000 年代以降は中国への進出が顕著
であり、アジアの中でも近年とくに中国が、日本企業の主要な進出先となった。 
	 具体的にアジア市場をみると、ほとんどの国の１人当たり GDP は 1991 年から 2012 年までのお
およそ 20 年間、増加する一方である。中国は 2012 年、１人当たりGDP が 6,070 ドルに上昇し、も
はや日本に対するコスト優位を失いつつあるといえる（日本貿易振興機構・アジア経済研究所「ア
ジア動向データベース」）。しかし、廉価な労働力によるコスト低減の魅力が低下する一方、中国は
市場の成熟に伴い日系企業にとって市場開拓先となった。鈴木（2015）は、①販売・マーケティン
グ（営業）現地法人の立地展開、②現地販売の拡大、③現地調達の拡大、という３点から以上の傾
向を証明している。 
	 日本企業の中、繊維・アパレル企業を単独でみると、日本アパレル企業の中国市場の進出がより
明確になる。英ユーロモニターによると、2013 年の中国の衣料品市場は 23 兆円の見通しであった。
その数字は、日本の約 9 兆円を上回り、アメリカ（29 兆円）に次ぐ世界第 2 位の規模を誇る。海外
現地法人データである『海外企業進出総覧（各年版）』によって、日本の繊維・アパレル企業の現地
法人数をみると、中国は 2002 年に 294 社（全世界 515 社の 57.1％を占める）であり、2012 年は 247
社（全世界 446 社の 55.4％を占める）である4。このように、2002 年から 2012 年までの 10 年間で、
日本の繊維・アパレル企業の現地法人数は全世界、とくに中国で減少していることが伺える。 
	 鈴木（2015）によれば、このような大幅な減少は、中国で製造業の減少・非製造業の増加、「日本
への持ち帰り輸出」から現地販売・現地調達型への転換が原因であるとされる。すなわち、中国で
は産業構造が高度化しつつ、アパレル業界の日本への原材料調達の依存度が大幅に減少した一方、
販売市場としての魅力が現れ始めているといえよう。 
	 産業構造の高度化、原材料調達市場・販売市場の拡大を特徴とする近年の中国アパレル市場は、
日系アパレル企業にとって大きな機会であると同時に、脅威でもある。中国アパレル市場の変化に
直面し、日系アパレル企業はどのようにすれば競争優位を確保できるかは重要な課題であろう。し
たがって、本論では中国進出の日系アパレル企業を研究対象として考察を進める。 
 
																																																								4全世界の社数は、全世界における日本の繊維・アパレル企業の現地法人数をさす。	
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第２項	 理論面からみる日系アパレル企業の中国市場参入戦略 
	 日系企業の中国進出は、いくつかの理論によって再解釈することができる。鈴木（2015）の研究
で取り上げられた理論をもとに、日系企業のアジア立地展開から産業と地域をさらに限定し、日系
アパレル企業の中国立地展開を検討してみたい。 
	 まず、Vernon(1966)のプロダクトサイクル論をみてみよう。製品のライフサイクルとは、製品が
人の成長過程のように導入期、成長期、成熟期、衰退期という過程を経ることを意味する。Vernon
は、米国の多国籍企業に対して考察した結果、米国の多国籍企業は製品のライフサイクルに従って、
製造活動を米国からほかの先進国、さらに発展途上国へ移動することを指摘した。ニューヨークの
大都市圏の工業地域を研究し、Vernon はニューヨークを３つの地域（核心部、内環部、外環部）に
分類した。ある製品が開発された初期段階である新製品の段階では、企業と関連する取引企業との
交流が必要であるため、製品の生産立地は中核部に集中する。製造技術の成熟やモジュール化によ
って、製品は簡単に組み立てられるようになるため、労働資源がより集中している内環部さらに外
環部に移動することができる。このように外部経済の重要性の変化によって、製品の工業立地は変
化していく。 
	 Vernon の理論を用いて、日系アパレル企業の中国市場参入をとらえると、以下のように考えるこ
とができる。日本は先進国として次々とアパレルの新製品のイノベーションを行い、その新製品の
段階では日本国内に集中して生産する。技術の成熟に伴って、衣料品の素材調達、デザイン、縫製、
配送はシステム化され、より安い労働力がある地域で生産することがコストの削減に役立つように
なる。それにしたがい、豊富かつ廉価な労働力があり、地理的に近い中国は日本のアパレル企業に
とって有利な進出先となった。このような変化は 1980 年代後半から今までのおおよそ 20 年間の活
動によって検証することができる。だが 2000 年頃から、中国の１人当たり GDP は大幅に上昇し、
中国の廉価労働力としての立地優位は減少しつつある。また、日本のアパレル業界おいても、近年
新製品の開発能力が衰えてきており、核心部としての地位も動揺しているようにみえる。 
	 中国は、過去の日本との取引経験からアパレル製造・デザイン・素材開発・品質管理といった様々
なノウハウを学び、新たな中核部になる可能性もある。さらに中国の新製品開発能力が上昇すると
ともに、より低廉な労働力の東南アジアに工場を移転する可能性もある。今後、日本のアパレル企
業から中国へ、中国のアパレル企業から東南アジアへ、日本のアパレル企業から東南アジアへと立
地展開することが推測できる。この三角関係の中、日本のアパレル企業は中国という立地先を見直
す必要があろう。伝統的な委託加工から資本を伴う提携、非資本提携などを積極的に行い、共に
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WIN-WIN の道を探すべきであると考えられる。 
	 つぎに Helleiner(1973)の国際分業論をみてみたい。国際分業論はフラグメンテーションの理論と
類似する。フラグメンテーションは IT 用語で、断片化、細分化を意味する。日本大百科全書による
と、フラグメンテーションは「一度に送信できないパケットを分割して送信する技術」をさす。経
営学においてフラグメンテーションとは、ある生産過程をいくつかの段階に分解し、それぞれを適
切な場所に立地することを意味する。Helleiner は、先進国の多国籍企業は労働集約的な発展途上国
へ立地展開することで、企業内の貿易を増大させることが可能であると主張する。また、製品が標
準化されなくても発展途上国へ立地展開することにメリットが有ることを述べて、Vernon のプロダ
クトサイクル論を批判した。 
	 Helleiner の国際分業論によると、日本のアパレル企業が中国に進出するタイミングは、必ずしも
衣料品が成熟段階に入ってからではない。アパレル業界では労働集約的な生産が非常に重要である
ため、中国への進出は、日本アパレル企業にとって貿易増大の効果がある。だが、現実的に中国市
場の現地調達・現地販売の比率の上昇は日本アパレル企業の新たな課題でもある。ひとことに労働
集約的生産と言っても、労働集約的生産による立地先の市場変化を対応し、進出国と進出先との相
互関係を把握する必要があろう。 
	 第３に、Hymer(1960)の直接投資の相互浸透論をみてみたい。Hymer は欧州と米国との比較研究を
し、次のような公式を出した。 𝑆1 = 𝑎11 ∗ 𝑌1 + 𝑎12 ∗ 𝑌2 𝑆2 = 𝑎21 ∗ 𝑌1 + 𝑎22 ∗ 𝑌2 
	 ここで、S1 はアメリカ企業の総売上高、S2 はヨーロッパ企業の総売上高、Y1 はアメリカ市場規
模、Y2 はヨーロッパ市場規模、a11 はアメリカ企業のアメリカにおける市場シェア、a12 はアメリ
カ企業のヨーロッパにおける市場シェア、a21 はヨーロッパ企業のアメリカにおける市場シェア、
a22 はヨーロッパ企業のヨーロッパにおける市場シェアである。 
	 当初、両方の企業が対外直接投資を行なわない場合、アメリカ企業のアメリカにおける市場シェ
アは大きく、ヨーロッパ企業のヨーロッパにおける市場シェアが大きい（a11 と a22 が絶対的に大
きい）。だが、例えば Y2>Y1 の場合、アメリカ企業は投資しないと、ヨーロッパ企業の S2 が高く
なる（S2>S1)。現実的に、アメリカ企業は総売上高をあげるため、a12 つまりアメリカ企業のヨー
ロッパにおける市場シェアを増大させる動機がある。そうすると、S2 の成長は鈍化し、S1 の成長
が見え始める。ヨーロッパ企業は対策として、a21 を増大させる可能性が高い。このように、Y（市
場規模）の成長率の違いは、a(市場シェア)の奪い合いを促す。 
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	 日中間の投資関係をHymer の相互浸透論の公式に当てはめると、中国の市場規模の拡大、成長率
の増大は中国企業の総売上高の上昇をもたらす。日本アパレル企業はこの状況において、中国市場
へ直接投資を増大させる動機を有する。だが、Hymer の理論は先進国である欧州と米国の企業の相
互関係を論じている。中国はまだ発展途上国であるため、その公式を用いて日中間の投資関係を説
明することが困難であろう。日中の相互関係を見極め、複雑な要素を整理し、公式を精緻化するこ
とが求めらる。また中国の今後の成長によって、対日の直接投資も行われるかもしれない。 
	 第４に、Porter(1986)のグローバル競争戦略論をみてみたい。Porter のグローバル競争戦略論では
バリューチェーンがグローバル競争の鍵であると主張した。Porter は、バリューチェーンを企業内
における事業活動間の結びつきと定義し、企業内の事業活動を主活動と支援活動に分類した。主活
動は製造、販売、マーケティングなどであり、支援活動は各種の管理や技術開発である。また、主
活動を上流活動（製造など）と下流活動（販売、マーケティングなど）に分けた。 
	 製造など上流活動は規模の経済性、習熟の経済性を発揮するため、集中して行なう必要がある。
販売、マーケティングなど下流活動は分散によって、ノウハウの蓄積、輸送・通信・保管コストの
削減が実現できる。Porter は事業活動のグローバルな分散と事業活動間の調整の増大といった両方
が進んだ戦略を「真のグローバル化」と定義し、提唱する。要するに、真のグローバル化は国際的
な事業活動の分散と組織内の柔軟な調整力両方を必要とする。 
	 この理論を日本アパレル企業の対中国進出に当てはめると以下のようになる。1960 年代や 70 年
代の日本企業の事業活動の集中、事業活動間の調整の低レベルからみると、日本企業はまだ「単純
なグローバル戦略」を採用している。1980 年代からの海外進出は、日本アパレル企業の事業活動の
水平分業を示し、事業活動のグローバルな分散は一定程度実現されているといえる。それに対して、
事業活動間の調整はまだ低いレベルにあり、「マルチ・ドメスティック戦略」と分類できる。このよ
うな経緯からみると、日本アパレル企業はグローバル戦略を着実に進めていることが伺える。今後、
日本アパレル企業は戦略的な事業活動のグローバルな分散を進め、組織内で柔軟な調整力をつける
ため絶えず進化し、「真のグローバル化」に向かっていくことが重要であろう。 
 
第３項	 ケースからみる日系アパレル企業の中国市場参入戦略 
	 まず、ヤングカジュアル婦人服を中心とする日系アパレル企業のハニーズの事例を取り上げる。
鞠（2015）によると、近年、中国は世界の工場から世界の市場へと変貌している。国民の経済水準
の上昇に伴い、中国市場は注目を集めている。多くの日系企業は中国進出を行い、輸出志向型から
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現地販売志向型へと転換を図っている。しかし、顧客ニーズの違い、流通チャネルの再構築などの
障壁がしばしば日系企業の進出を阻害している。 
	 その中、ハニーズの中国進出における活動は注目に値する。ハニーズは商品の「安価」「便利」「フ
ァッション性」を提案し、出荷時間を短縮させ、新しいビジネスモデルを構築した。 
	 鞠（2015）は、分析手法としてマーク・ジョンソン（2011）のビジネスモデルのフレームワーク
を用い、ハニーズの中国進出行動を分析した。マーク・ジョンソンのビジネスモデルは、４つの要
素から構成される。それぞれ、顧客価値提案、利益方程式、経営資源、主要業務プロセスである。
その４つの要素は相互補完の関係で、相互作用している。分析結果となるハニーズのビジネスモデ
ルは図表 4-4 のように示される。 
 
図表 4-4	 株式会社ハニーズのビジネスモデル 
 
出所： 鞠雪丹(2015) 「中国における日系アパレル企業のビジネスモデル－ハニーズの事例を中心に」 『商大ビジネスレビ
ュー』（兵庫県立大学大学院経営研究科）, 4(3), pp.72. 
 
	 具体的にみると、顧客価値提案では、ハニーズは「10 代、20 代の若い女性」をターゲットとして、
安価、便利、ファッション性のある衣料品を提供しようとする。顧客の好みや嗜好を把握するため、
ハニーズは高齢の経営陣ではなく若年層を派遣することで、中国市場への理解度を高めることに成
功した。 
	 利益方程式では、ハニーズは商品の企画、製造、小売まで一貫したビジネスモデル（SPA）を採
用した。直接工場と提携することで中間費用を削減し、高い粗利を保つことが可能になった。また、
競争入札でもコストダウンを図っている。さらに、物流経費を抑制し、中国進出によって関税も節
約できた。そのほか、ハニーズ特有の自動追加を実施している。それは、商品の回転率を高め、売
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行きの良い店舗に効率的に商品を補充するシステムである。 
	 主要経営資源・主要業務プロセスでは、若い経営陣の育成と現場重視があげられる。中国での業
務展開のため、在日留学生を積極的に採用した。留学生出身の社員に高い給料を出すと同時に、権
限委譲も行う。また、業務の標準化のもとに、店長に大きな自由度を与え、現場の意見収集などに
力を入れて、意思決定の権利を現場にいる店長に任せている。 
	 ハニーズの中国進出の際に構築したビジネスモデルは、中国進出を考えている多くの日系アパレ
ル企業や、他業界の日系企業に大きな示唆を与えると考えられる。企業の経営者は自社の強みと弱
みを見極めた上で、ハニーズのビジネスモデルを参考しながら、自社独自のビジネスモデルを構築
することが有効であろう。 
	 次に、ユニクロとZARA の事例を見てみよう。ハニーズのように、中国に進出する多くのアパレ
ル企業は、SPA モデルを導入している。新田（2008）は、ユニクロとZARA の事例を中心に、SPA
モデルに注目する。その中では、まず従来の衣料品のビジネスモデルシステムとSPA の相違を分析
し、そしてユニクロとZARA のビジネスモデルの異同をまとめ、最後はユニクロの今後の課題につ
いて言及した。 
	 新田(2008)は、近年日本での衣料品の販売不振の現象が深刻になるにもかかわらず、ユニクロの
売上高、営業利益が好調を維持することに注目し、その背後にある要因を解明しようとする。営業
が順調に推移しているアパレル企業はユニクロだけでなく、ZARA やH&M もあげられる。これら
の企業に共通するのはSPA モデルである。 
	 新田(2008)によれば、従来の衣料品の生産・流通の特徴として２つがあげられる。１つは、生産
工程が多段階にわたり、それぞれ分断されているということであり、もう１つは、百貨店で典型的
に見られる委託販売制度である。 
	 従来の衣料品の生産・流通に比べ、ユニクロが採用するSPA モデルは、以下のようなメリットを
有する。①中間業者が介在しないため、商品を安く調達できる。②サプライチェーンを管理するこ
とで、品質や納期を小売がコントロールできる。一方、デメリットとして、従来は多段階にわたる
複数企業で広く薄く分担していたリスクをすべて自社が引き受けることになる、という問題が指摘
される。ユニクロのリスクを軽減する鍵は、流行にあまり左右されないベーシックな定番商品に限
定し、アイテムをしぼっていることだとされている。 
	 新田（2008）は、ユニクロの今後の課題について、以下のように述べる。ユニクロの課題は、中
国に 9 割を依存する縫製体制の見直しである。今後グローバルの販売を考えるユニクロにとって、
中国以外の生産拠点の拡充が不可欠である。中国の人件費上昇懸念によって、より低いコストの生
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産拠点を早期に開発することが重要になる。また、ファッション性とベーシック性のバランスをど
う取るか、負わなければならないリスクをどのように抑えてコントロールするか、どうやってブラ
ンド力や知名度を向上させるか、なども重要な課題になるとしている。 
 
第４項	 日系アパレル企業の中国市場における成功要因 
	 ここまでは、日系アパレル企業の中国進出の歴史を振り返り、現状を説明し、理論と事例の両方
から日系アパレル企業の中国市場参入戦略を分析した。 
	 その結果、日系アパレル企業の中国を中心とした進出は 1980 年代後半以降であり、2000 年代以
降はとくに中国への進出が顕著となった。現在、中国市場は日系アパレル企業にとって生産地だけ
ではなく、原材料調達先・販売先へと変わりつつある。また、プロダクトサイクル論、国際分業論、
直接投資の相互浸透論、グローバル競争戦略論の各理論から、日系アパレル企業の中国市場進出を
説明することができる。つまり、日系アパレル企業の中国市場進出は、コスト減少、貿易増大、市
場シェアの拡大、真のグローバル化の実現などに役立つといえよう。ハニーズ、ユニクロとZARA
の事例から、日系アパレル企業は現地ニーズの理解度を高めつつビジネスモデルを構築し、SPA モ
デルを採用することによってコスト削減と品質のコントロールを実現し、中国市場に進出している
ことがわかる。 
	 したがって、日系アパレル企業の中国市場における成功要因は以下のように示される。①現地生
産から現地調達・現地販売へ変化する中国アパレル市場を正確に認識する。②コスト削減、貿易増
大、市場シェアの拡大、真のグローバル化を実現するため事業活動を中国市場へ移転する。③コス
トダウンと顧客ニーズの把握を行ないつつ、健全なビジネスモデルを構築する。④SPA モデルによ
る低コストと高品質を実現する。要するに、グローバル化に向けて、日系アパレル企業は中国市場
を正確に認識した上で積極的な投資と事業移転を行ない、顧客ニーズに基づいた健全なビジネスモ
デルや SPA などの方式によって低コスト・高品質の商品を生産することである。以上の４要素は、
日系アパレル企業の中国市場における成功要因だと思われる。 
第３節	 小括 
	 本章では、日系アパレル企業の中国市場参入戦略を分析した。具体的には２つの節に分けて論じ、
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第１節では日系アパレル企業の発展史をまとめ、第２節では日系アパレル企業の中国進出を考察し
た。 
	 日系アパレル企業の発展史では、1950 年代から現在に至るまで日系アパレル企業の発展する経緯
を整理した上で、日系アパレル企業の成功要因を分析した。1950 年代から 1980 年代までの製品・
小売ブランドの形成、1980 年代から 2000 年代までの国際化とSPA、2000 年代以降の資本・業務提
携と市場創造、全時期にわたる SCM 構築の重要性という歴史的な変化から、日系アパレル企業の
成功要因を明らかにした。成功要因は「常にグローバル化を意識し、自社でブランドの育成・SPA
の導入・SCM の改善をしながら企業間の提携を強化し、顧客ニーズを満足させる」ことである。 
	 日系アパレル企業の中国進出では、日系アパレル企業の中国進出の歴史と現状をまとめ、理論と
事例から日系アパレル企業の中国市場参入戦略を考察した。1980 年代以降の中国を中心とした進出、
2000 年以降中国市場の現地生産から現地調達・現地販売という変化から、日系アパレル企業に対す
る中国市場の重要性がわかった。また理論と事例から、日系アパレル企業の中国市場における成功
要因を明確にすることができた。成功要因は「グローバル化に向けて中国市場を正確に認識した上
で、積極的な投資と事業移転を行ない、顧客ニーズに基づいた健全なビジネスモデルやSPA などの
方式によって低コスト・高品質な商品を生産する」ことである。 
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第５章	 中国市場におけるユニクロの戦略 
第１節	 企業概要 
第１項	 事業概要 
	 ファーストリテイリング社は、日本の新興小売サービス型グローバル企業である。同社は現在、
株式会社ユニクロ、株式会社ジーユー、セオリー社などの子会社を有する持ち株企業である。とり
わけ、カジュアル衣料品の「ユニクロ」はしばしば話題となっている。ユニクロはSPA ビジネスモ
デルを構築し、高品質低価格の小売販売を実現した。また SCM によって効率的な調達を実現し、
強力なブランドを構築してきた。 
	 事業内容は、「商品企画・生産・物流・販売までの自社一貫コントロールにより、高品質・低価格
のカジュアルブランド『ユニクロ』を提供する製造小売業（SPA）｣である。ユニクロの事業は国内
ユニクロ事業、国内関連事業、海外ユニクロ事業、グローバルブランド事業 の 4 つに分けることが
できる。図表 5−1、5-2、5-3 は、ファーストリテイリング及びユニクロの売上高と店舗数の推移を
示したものである。 
   図表 5−1	 ファーストリテイリングの売上高と店舗数の推移 
 
出所：ユニクロホームページ	 http://www.uniqlo.com/jp 
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図表 5−2	 ユニクロの売上高と店舗数の推移（1998〜2010）単位：10 億円 
 
出所：Choi, E. K.(2011). The rise of UNIQLO: Leading paradigm change in fashion business and distribution in Japan. Entreprises et 
Histoire, 64, pp.100. 
 
図表 5−3	 ユニクロ売上高と営業利益の推移（1998〜2010）単位：10 億円 
 
出所：Choi, E. K.(2011). The rise of UNIQLO: Leading paradigm change in fashion business and distribution in Japan. Entreprises et 
Histoire, 64, pp.100. 
 
	 以上の図表から明らかなように、ユニクロの売上高の推移は、ファーストリテイリングの業績と
ほぼ一致している。3 つの図表からみると、ファーストリテイリング（ユニクロ）の売上高は非常
に高いスピードで増加し、特に 2001 年のピークと 2007 年から 2011 年までの持続的な増加は注目に
値する。2001 年のピークは 1998 年からのフリースブームが背景となったものであり、2001 年以後
71		
はフリースブームの反動と新製品開発の不足が原因で売上げ減となった。2007 年からの増加は、当
時の世界同時不況の中で、小売業では「ユニクロの一人勝ち」現象が生じたことを裏付けている。 
	 2015 年 8 月期（2014 年 9 月〜2015 年 8 月まで）ファーストリテイリング社の売上高は 1 兆 6817
億円(前期比 21.6%増)である。その中で国内ユニクロの売上高は 7801 億円（前期比 9%増）である。
海外ユニクロ事業の売上高 6036 億円（同 45.9％増）で、営業利益は 433 億円（同 31.6％増）である。
海外事業における中国における売上高は 3044 億円（同 46.3％増）、営業利益 386 億円（同 66.1％増）
である。2015 年 8 月 31 日現在ユニクロの国内の店舗数は 841 店であり（直営店 811 店、フランチ
ャイズ店 30 店）、海外の店舗数は 798 店である。合計でユニクロの全世界における店舗数は 1639
店舗である。 
	 E-コマース事業に関して、2012 年 8 月期、ユニクロの国内事業におけるE-コマースビジネスの売
上高は 206 億円（売上構成比率 3.3%）であり、2013 年 8 月期の同売上高は 242 億円（同 3.5%）に
なった。さらに 2014 年 8 月期の同売上高は 255 億 4700 万円（同 3.6％）である。このように近年、
国内ユニクロのE-コマース事業は右肩上がりを続けていることが分かる。日本国内のほか、ユニク
ロのE-コマース事業は中国、韓国、米国などの海外でも展開されている。 
	 2015 年 10 月の決算発表で、同社社長は「グローバル（国内外事業合計）でE-コマース事業を大
幅に拡大していく。現在の売り上げ比率は約５％だが、将来的には 30～50%までにしたい」と語っ
ている。また、具体的な達成時期は 10 年以内、早ければ 3〜5 年で達成するとした。このようにユ
ニクロは本格的な「デジタルイノベーション」に着手していくことが予測できる。また将来の目標
として、2020 年までにファーストリテイリング社を売上高５兆円、経常利益１兆円の企業にするし
ている。 
 
第２項	 発展段階 
	 本項では、李雪（2014）『中国消費財メーカーの成長戦略』の理論的な分析のフレームワークを参
照し、ユニクロを経営史的な角度から分析する。図表 5−4、図表 5-5 はユニクロの成長段階分析の
まとめである。 
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図表 5−4	 ユニクロの成長段階分析（１） 
 時間（年） 特徴 
第１段階 1984~1997 カジュアルチェーンの時代 
第2段階 1998~2000 ブランドの確立 
第3段階 2001~2008 国際展開及び多ブランド化、多角化 
第4段階 2009~現在 ネット通販事業の展開 
出所：李雪（2014）より筆者作成。 
 
図表 5-5 ユニクロの成長段階分析（２） 
 経営者の意思決定 製品・市場・事業の展開 サプライチェーン機能 組織体制・マネジメント制度 
第１段階 社内改革 
社名変更 
株式上場 
紳士服からカジュアルウェア
へ、関東へ出店、スポクロ・フ
ァミクロ 
生産を手がける、情報システム
の導入、広告宣伝の強化、OEM
調達 
直営店を中心 
FC店の募集 
人材補強、MDの改革 
第2段階 経営理念の拡張（顧客
から社会） 
原宿出店 
フリースブーム 
ブランド統一 
テレビCF 
SCM効率化 
SPA 
「匠チーム」、権限委譲、ABC
改革、インターネット組織、 
スーパースター店長 
第3段階 国際進出 英国、中国、全商品リサイクル、
ジーユー、GOVリテイリング、
子供服 
第3代SPA体制の確立 社長交代 
持ち株会社へ 
「委任型執行役員制度」 
第4段階 E-コマース 中国のネット通販事業 
ユニクロ＋J 
R&D 部門、生産部門を中国・
東南アジアへ移転 
社長復帰 
社内公用語を英語に 
出所：李雪（2014）より筆者作成。 
 
（１）第１段階	 カジュアルチェーンの時代（1984 年〜1997 年） 
	 1984 年、山口県の小郡商事から発足した「ユニクロ」は最初、ロードサイド店の展開が大半であ
った。小郡商事は紳士服を中心として販売していたが、社長の柳井正氏は紳士服の回転率の悪さと
自社の市場における規模が小さいことを認識し、郊外型のカジュアルチェーンへ変更したいと考え
た。そこから「いつでも服を選べる巨大な倉庫」を意味する「ユニーク・クロージング・ウェアハ
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ウス」を店名として決めた。その後、顧客に覚えてもらうため、社名を「ユニクロ（UNIQLO）」と
簡略化した。 
	 ユニクロの最初の商品は、メーカーや卸売業者から仕入れて、委託販売するという伝統的な方式
を採用した。委託販売は小売業のリスクを削減するとともに、リスク回避の分を価格に上乗せする
傾向がある。ユニクロは販売価格をコントロールするために、自社のオリジナルな商品を生産した
いと考えるようになった。また、フランチャイズ（FC）店を通して店舗拡張も行なった。さらに組
織強化のため、経営コンサルティング会社や公認会計士に依頼し、社内改革も進めた。 
	 1990 年、自主生産の効果があまり良くないため、ユニクロはOEM 調達の方式を選んだ。1991 年、
早い小売業を意味する「ファーストリテイリング」に社名変更するとともに、柳井は３年で 100 店
舗を展開し、株式上場を目指すという目標を掲げた。1994 年、ユニクロは 100 店舗の目標を達成し、
広島証券取引所に株式を上場した。さらに 1997 年、東京証券取引所市場第二部に上場した。とはい
え、1998 年までのユニクロは、店舗数の増加と資金調達に成功したものの、カジュアルチェーンの
アパレル小売業にすぎなかった。 
	 株式上場の時期、ユニクロはいくつかの挑戦をしたが失敗している。失敗例は以下のようである。
①NY デザイン子会社の例では、1994 年、ニューヨークに 100％子会社としてインプレスニューヨ
ークを設立したが、ニューヨークと日本国内の設計の担当者のコミュニケーションがうまくとれず、
情報交換が困難になった。結果、3 年半で子会社は解散した。②VM 社の子会社化の例では、1996
年、子供服のVM 社を子会社化したが、商標権の取得に関する法律的な問題が発生し、清算した結
果となった。だが、VM 社の子会社化には失敗したものの、その後の子供服への進出に大きな役割
を果たした。③スポクロ、ファミクロの失敗の例では、1997 年、スポーツウェアの「スポクロ」と
婦人服と子供服を中心とする「ファミクロ」を開店したが、製品の差別化が明確にならず閉店した。 
 
（２）第２段階	 ブランドの確立（1998 年〜2000 年） 
	 ユニクロに本当の転機を与えたのは、1998 年に業務プロセスの再編（ABC 改革）と商社との戦
略的に取り組んだ商品開発が効果を発揮したときである。 
	 1998 年 11 月、ユニクロはファッションの中心地である原宿に出店し、それにあわせてフリース
のキャンペーンを行なった。フリースは元来、スポーツ用品として価格が高かった。ユニクロ最初
のフリースはアメリカの会社を経由して輸入していたが、価格低減のため自社で生産するようにな
74		
った。東レの原料、インドネシアの糸、中国の生産をあわせて、ユニクロは低価格でフリースの開
発に成功した。低価格・高品質の商品を販売する際に、ユニクロはプロモーションに力を入れた。
結果、フリースの一点にしぼって広告をする戦略は大きな成功を収め、驚異的な売上となった。 
	 フリースの具体的な広告は、外部委託という形式によって実現した。ユニクロは米国のワンデン・
アンド・ケネディ社と契約をむすび、ブランディングを委託した。ワンデン・アンド・ケネディ社
は、NIKE やコカコーラなど有名なブランドのブランディングを手掛ける企業であった。同社のジ
ョン・ジェイ氏は、テレビ CF の企画を通してユニクロのフリースの認知度を一気に向上させ、ユ
ニクロのブランディングに大きく貢献した。 
	 1997 年までのフリースの売上は年間 80 万点程だったが、98 年は 200 万枚、99 年は 850 万枚、2000
年は 2600 万枚までになった。また、フリースブームによって顧客の来店が増加し、他の商品の売上
も向上した。その結果、2001 年のユニクロの売上高は 4185 億円となり、経常利益は 1032 億円にな
った。 
	 国内市場での大きな成功はユニクロの海外進出のスピードを促進させた。原宿出店の翌年の 1999
年、ユニクロは中国の上海に事務所を設置した。この上海事務所の開設はユニクロの成長にとって
大きな変換点となった。同年、日本の円高と海外進出による生産性の向上の影響が相まって、ユニ
クロのコストは大幅に減少した。それに加えて、ユニクロは中国へ「匠チーム」を派遣し、生産過
程の製品品質についての監督を任せた。 
	 小島（2010）はユニクロを「失われた 20 年」で突出した企業と評価し、その成功要因としてつぎ
の３点をあげた。それは、①徹底した市場ニーズ検証に基づいて原料から開発する「顧客を限定し
ない高機能・高品質・低価格な単品群」の売上拡大、②単品毎に販売進行を週サイクルで検証して
価格キャンペーンを仕掛けるダイナミックな販売消化戦略、③有力クリエイターとコラボしたキャ
ンペーン商品や、パワーイベント、ウェブ、マスメディアを活用した大規模なプロモーションなど
のブランディング戦略、である。以上の活動を通して、ユニクロはアパレル製品のイメージをファ
ッションから機能性・快適性を備える製品に変化させ、消費者の洋服に対する認識を変えた。 
 
（３）第３段階	 国際展開及び多ブランド化、多角化（2001 年〜2008 年） 
	 柳井は、売上高が 3000 億円を達成したら海外市場に本格的に進出すると表明した。その目標はフ
リースブームのおかげで短期間に実現した。2001 年、売上高が 3000 億円に達することを予測し、
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ユニクロは英国進出の準備を整え始めた。まず、2000 年にロンドンで子会社を設立した。2001 年、
ユニクロはロンドン市内に４店舗をオープンし、さらに英国国内に 21 店舗まで展開した。しかし、
英国進出の店舗の多くは不採算となり、2003 年に 5 店舗だけを残して 16 店舗を閉鎖した。 
	 柳井によると、英国進出失敗の原因は２つある。１つは、現地の社長を英国人に任せたことであ
る。その英国人は老舗店舗デパートの出身で高い評価を得ていたが、ユニクロの店舗管理にあたっ
てあまり適切ではなかった。もう１つは、店舗拡張だけに重点をおき、商品開発・人材育成の面で
失敗した点である。英国進出の段階では、ユニクロはただ日本国内の経営方式をそのまま持ってい
った。その結果、生産・販売・在庫のバランス、製品の現地適応性、人材育成など、様々な面にお
いて大きな問題を抱え、失敗した。 
	 2001 年、ユニクロは最初の中国進出を行なった。2001 年に上海に現地子会社を設立し、2002 年
上海市内において２店舗をオープンさせた。2003 年まで、合計８店舗となった。英国で失敗してい
たため、ユニクロの中国進出は非常に慎重であり、採算に基づき１店舗１店舗を展開していった傾
向がうかがえる。 
	 2005 年には、韓国初店舗、アメリカ初店舗、香港初店舗をそれぞれソウル、ニュージャージー州、
尖沙咀に出店した。2006 年以降、アメリカのニューヨーク店を始めとし、ユニクロはグローバル旗
艦店を多くの国に展開した。2007 年、フランスの初店舗として「ラ・デファンス店」を開店した。
2008 年、シンガポールで合弁会社を設立し、中国の華南地区の１号店として「ユニクロ深圳太陽広
場店」を出店した。2009 年、シンガポールで第１号店、第２号店を出店し、パリでグローバル旗艦
店を出店した。 
	 国際化と同時に、ユニクロは国内で積極的に多角化を試みていた。2002 年、ユニクロはエフアー
ル・フーズという子会社を立ち上げ、自社の経営資源を用いて野菜販売事業を手がけた。ブランド
名は「SKIP」で、「おいしくて安全な食べ物を、買いやすい価格で届ける」というコンセプトに基
づき、新鮮な青果を販売し始めた。青果販売事業においては、インターネット販売と会員制販売が
中心だった。しかし、この食品事業からは 2004 年撤退し、20 数億円の損失が出た。 
	 実際のところ、2002 年から 2003 年、フリースブームの反動と新製品投入の欠如が主な原因で、
ユニクロは売上げ減に直面した。2002 年ユニクロの売上高は 3416 億円で、経常利益は 547 億円で
あった。2001 年に比べ大幅な収益減が見られる。しかし、ユニクロは米国の GAP をベンチマーク
とし、その危機を機会へと転換した。具体な施策としては、①生産調整、在庫管理、ロジスティク
スの精度の向上、②第３代SPA 体制の確立、があげられる。 
	 2002 年、ユニクロの社長は柳井正氏から玉塚元一氏へと交代した。しかし、2003 年から 2005 年
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までの営業利益減のため、柳井正氏はまた社長に復帰した。柳井は復帰後、自社を「第３世代SPA」
と名付けた。それは、社会的姿勢を持つ未来型SPA だという。それに対して、「第１世代SPA」は
GAP や LIMITED に代表されるカジュアル単品コーディネイトであり、「第２世代 SPA」は ZARA
やH&M のようなファッション性を伴うブランドだと定義している。 
	 小島（2010）はこのような SPA の分類に対して、新しい分類方法を提示した。まず、「第１世代
SPA」は「企画、開発、生産のリードタイムがきわめて長いためにプロダクトアウト体質が強く、
マーケットインのスピードが遅い」という特徴を強調する。ユニクロや GAP はその典型的な例で
ある。そして、「第２世代 SPA」は「高品質とマーケットインのスピードの両立」を実現した企業
であり、ZARA はその代表例である。「第３世代 SPA」は「水平分業でマーケットインのスピード
とコスト圧縮に徹してトレンドを追うファストSPA」と定義し、H&M やフォーエバ 2ー1 はその代
表的な企業であるとする。 
	 柳井がいうSPA の３世代分類は社会的な貢献という要素を取り入れている。それに対して、小島
（2010）の分類はSPA の時代的な発展に注目し、とくにアパレル業界における垂直統合から水平分
業への傾向を把握している。 
	 また、多角化の他にユニクロは多ブランド化も進めている。2006 年、ユニクロより低価格という
位置づけの「ジーユー」というブランドを設立した。2008 年には、ジーユー、ワンゾーン、ビュー
カンパニーを経営統合してGOV リテイリングを設立した。組織体制では、柳井が社長復帰後に「委
任型執行役員制度」を導入した。従来の取締役の２つの機能である「経営の監督機能」と「経営の
業務執行機能」を分離し、前者は取締役員が担当するが、後者は新たな職務である「委任型執行役
員」が担当するという体制である。 
 
（４）第 4 段階	 E-コマース事業（2009 年〜現在）	
	 柳井は、ユニクロはハイテク企業に非常に似ていると強調しつつ、E-コマースへの展開はまだ不
足していることも指摘した。 
	 2009年、ユニクロは中国の年50兆円を超えるネット通販市場を狙い、中国・アリババ集団の「天
猫（Ｔモール）」と連携してネット通販事業をスタートさせた。中国での知名度の不足に補うため、
ユニクロはアリババと連携した。一方、ユニクロはT−モールで出店すると同時に、自前のECサイト
も設けた。 
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	 2010 年、ユニクロは「ユニクロデザインツール」を開発した。それは顧客がネットでの画像をも
とに自分で世界で唯一の衣料品を仕上げることが可能にするものである。加工料金は 500 円で、注
文から 5 日前後で宅配されるほか、自分が作ったものをネットコミュニティ（Twitter など）で共有
することができる。 
	 同年、ユニクロはフェイスブック上に公式ページを開設した。2011 年、ファンは全世界で 100 万
人を突破した。同年、フェイスブックと連動して、ユニクロは「UNIQLOOKS（ユニクルックス）」
というSNS 連動型サイトを開発し、世界各国からユニクロの衣料を自分流に着こなした画像が投稿
できるようになった。同年の 9 月には交流サイトのミクシィに公式サイトを設け、動画投稿サイト
のユーチューブ（YOU TUBE）でも同社のテレビCM が流した。以上のようなネットでの様々な行
動はユニクロのブランド認知を向上させた。 
	 2012年、ユニクロはスマートフォン（スマホ）向けアプリを開発し、クーポン配布や情報促進に
重点を置いた。翌年、ユニクロは「UNIQLOアプリ」を変革する。新たなアプリは「スタイルディ
クショナリ」を導入し、各季節にあわせてコーディネーションの提案を中心とした。また「みんな
でつくる、みんなのユニクロ」というネット上のコミュニティサイトを開設し、顧客の交流の場を
設けてSNSファンを育てはじめた。その結果、2013年、ユニクロのモバイル会員（携帯電話のメル
マガとアプリ利用者の合計）は１千万人を超えた。 
	 ユニクロはE-コマースの発展とともに、インフラや情報技術の強化を絶えず行なっている。以下
は、近年におけるユニクロの動きである。 
	 物流面において、ユニクロは大和ハウス工業と協力し、ネット通販商品の即日配送などを可能に
する物流施設の整備を進めている。2016 年には、日本国内において最大級の物流施設が建設され、
「各地への所要時間が短縮され、首都圏全域で即日配送などのニーズに応えやすくなる（大和ハウ
ス）」という目標を達成させる。また 2015 年に、ユニクロは日本の小売最大手であるセブン＆アイ・
ホールディングスと業務提携を締結した。その狙いとして、セブン＆アイはオムニチャネル戦略を
採用し、新たなブランドを開発することができるようになり、ユニクロはネット通販で注文した商
品が身近なコンビニで受け取ることができるようになる。さらに、ユニクロはセブン＆アイの海外
店舗や物流網に着目しており、海外においても双方の連携を深める予定である。 
	 情報面では、コンサルティング大手企業のアクセンチュアと連携し、新たな情報システムを作る。
新たな情報システムは、商品の企画・生産から物流、販売までのSPA のすべてのプロセスをネット
で連携させ、開発時間の短縮、情報予測の正確さなどを高める効果がある。 
